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白紙②



本県では、2018 年３月に策定した「静岡県教育振興基本計画」（以下「前計画」とい

う。）に基づき、「有徳の人」の育成に向け、知事部局と教育委員会が連携して、教育

行政を計画的、総合的に推進してきました。

前計画の計画期間が 2021 年度までであることから、技術革新の進展、人口減少の加速

化、多様性や国際的社会課題に対する意識の高まり等の社会変化、新型コロナウイルス

感染症による学習環境の変化等の新たな教育課題を踏まえ、「静岡県の新ビジョン（総合

計画） 後期アクションプラン」との整合を図りながら、新たな「静岡県教育振興基本計

画」（以下「本計画」という。）の策定を行いました。

本計画は、教育基本法（平成 18年法律第 120 号）第 17条第２項に基づく、教育の振

興のための施策に関する基本的な計画に位置付けられます。

また、静岡県の新ビジョンの分野別計画に位置付けられます。

本計画の期間は、静岡県の新ビジョン 後期アクションプランの期間と合わせ、2022

年度から 2025 年度までの４年間とします。

１ 計画の策定にあたって

(1) 計画策定の趣旨

(2) 計画の位置付け

(3) 計画の期間

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

後期アクションプラン（2022～2025 年度)

ふじのくに「有徳の人」づくり大綱（2022～2025年度)

静岡県教育振興基本計画（2022～2025 年度)

静岡県の新ビジョン 基本構想（2018～2027 年度）

※前倒しで完遂
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人工知能（ＡＩ）、ビッグデータ、Internet of Things（ＩｏＴ）をはじめとする技術

革新が進展しており、近い将来、高度化した技術の活用で社会や生活が大きく変わって

いく超スマート社会（Society5.0）が到来すると予想されています。

こうした技術革新の進展により、今後 10 年から 20 年後には、日本の労働力の相当規

模が技術的にＡＩやロボット等により代替できる可能性やこれまでになかった仕事が新

たに生まれる可能性が指摘されており、雇用形態の変化や労働市場の流動化がより一層

進展すると予想されています。

社会で生じる様々な変化や課題に対して求められる能力も変わり続け、特定の分野の

知識や技能だけでなく、生涯を通じて新たなことを学び、予測できない変化を前向きに

受け止め、新たな価値の創造に挑んでく力が求められます。

また、実社会においては、様々な判断を求められる機会に直面することとなるため、

子どもの頃から、様々な情報を主体的に捉えながら、何が重要かを主体的に考え、責任

を持った判断をする過程を経験し、創造性を養っていくことが不可欠となります。

そして、子どもから大人まで、一人一人が自らの可能性を最大限に発揮し、より良い

社会と幸福な人生を自ら作り出していくための学びが必要です。

本県では、2007 年 12 月の 379.7 万人をピークに総人口が減少に転じ、2021 年 10 月に

は 360.8 万人となっています。

人口減少の背景には少子化の進行があり、2010 年に 31,896 人であった本県の出生数

は、2020 年には 22,498 人にまで減少しています。統計的に算出した一人の女性が一生

の間に生む子どもの数である合計特殊出生率も下降傾向にあり、今後も少子化に伴う人

口減少が進行する可能性が高くなっています。

少子化の進行に伴い、県内の子どもの数が将来にわたって継続して減少していくこと

が予想され、学校においては、児童生徒数の減少を見据えた教育の質の維持・向上が求

められます。

また、総人口が減少する中で高齢化が進行しており、2019 年には 65 才以上人口の割

合が 29.9％となっています。

長寿社会を迎え、若者から高齢者まで、全ての国民に活躍の場があり、全ての人が元

気に活躍し続けられる社会、安心して暮らすことのできる社会をつくることが求められ

ます。そのためには、長い人生をより充実したものにするための基盤となる、生涯にわ

たる学習が重要です。

２ 本県教育を取り巻く現状と課題

(1) Society5.0 時代の到来

(2) 人口減少の加速と人生 100 年時代の到来
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国立社会保障・人口問題研究所が 2019 年４月に公表した「日本の世帯数の将来推計

（都道府県別推計）」によると、本県の一般世帯数は、2020 年の 143.6 万世帯をピーク

に減少傾向となり、2040 年には 133.2 万世帯となる見込みです。このうち、高齢世帯（世

帯主が 65 歳以上の世帯）は、2020 年の 41.0％が 2040 年には 47.7％にまでに増え、一

般世帯の半数近くが高齢世帯という状況になります。

核家族・共働き世帯や高齢者のみの世帯の増加により、家庭内で子どもに関わる大人

や時間が減っており、子どもたちの学習習慣や生活習慣を定着させる基礎となる家庭で

の教育を支えていくことが必要です。

また、人口減少に伴う地域コミュニティの小規模化や高齢化とともに、都市部を中心

とした地域のつながりの希薄化等により、幼少期の生活体験、地域の大人との関わりや

子ども同士の遊びの機会も減少しています。また、そうした体験やつながりを通じた学

びや社会規範意識醸成の機会の充実に向けた地域の教育力の向上が必要です。子どもを

抱える世帯が社会的に孤立し、支援が届きにくくなる場合もあり、地域の実情に応じた

支援が求められます。

国籍や考え方の違い、障害の有無、性的指向や性自認等を理由に、学校、職場、地域

など生活の様々な場面で困難に直面している人がいます。また、ハラスメントや子ども

の虐待、ＳＮＳを通じた誹謗中傷など人権侵害に関する課題が大きな社会問題となって

います。

学校現場においても、いじめや不登校に加え、児童生徒の相対的貧困等の経済的格差

や家族の世話を日常的に行う「ヤングケアラー」等の社会的課題が顕在化しており、県

内にも、支援を必要とする児童生徒や家族が多く存在しています。家庭の経済状況等が

児童生徒の学力に影響を与えている状況も確認されています。

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、外国人児童生徒の不就学や児童

生徒をはじめとする若者の自殺が増加しているとの指摘があり、求められる支援は多様

化しています。

誰もが自分らしく生きていくことができるように、多様性が尊重され、国籍、性別、

宗教、障害の有無、境遇等に対する偏見や差別のない社会の実現が求められます。

多様性を理解する人権意識や道徳心を育む必要があり、学校教育の質と機能を高める

と同時に、企業や地域を含めた社会全体での取組が不可欠となります。学校教育に馴染

めない児童生徒や特別な支援が必要な児童生徒、外国人児童生徒等の学びの機会を確保

するためのきめ細かな支援も求められます。

(3) 家族形態・地域コミュニティの変化

(4) 多様性に対する意識の高まりや社会問題の多様化

-3-



2015 年にＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）が国連で採択され、我が国もその実現に向

けて、「持続可能で強靱、そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統合的向上

が実現された未来への先駆者を目指す」ことをビジョンとして掲げ、17 の大きな目標と

それらを達成するための具体的な 169 のターゲットの下で取組を進めています。目標の

４では、「全ての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を

促進する」とされています。ＳＤＧｓは、国のみならず、地方自治体、企業、ＮＰＯ等

でも取組が進んでおり、持続可能な社会の担い手の育成という視点では、教育がＳＤＧ

ｓ推進の全ての基礎となります。

また、2021 年４月に開催された「気候サミット」において、我が国は、「2030 年度の

温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 46％減らす」と国際社会に宣言しました。

持続可能な社会の構築に向けては、こうした地球規模の諸課題について、県民一人ひ

とりが自らの課題として考え、責任ある行動をとっていくことが不可欠であり、持続可

能な社会の創り手を社会全体で育成していくことが求められます。特に、学校現場にお

いては、必要な知識・技能の習得と実践につなげていくため、児童生徒に実体験等を通

じ、自ら考え行動していく力を養う学習機会を提供していくことが必要です。

新型コロナウイルス感染症は、世界的に猛威を振るい、全世界が社会経済活動の停滞

等の深刻な影響を受けています。

本県でも、2020 年２月に県内で初めて感染が確認され様々な感染拡大防止に取り組ん

でいますが、県内においても、経済活動や教育活動の制限、県民の行動制限等が行われ

ています。これまでの取組の課題や教訓を踏まえ、新たなリスクの発生など社会環境の

大きな変化が起きた際にも経済活動や教育活動等を両立していく備えが必要です。

また、近年、県内を含め、全国的に地震や豪雨等に伴う甚大な被害が発生しており、

災害の激甚化や頻発に対する懸念が高まっています。

本県は、防災先進県として、様々な取組を進めていますが、最新の知見による防災・

減災対策の推進とともに、災害から命や安全を守る行動が速やかにとれるよう、児童生

徒を含め、県民の防災や共助に対する知識や意識を更に高めていくことが必要です。

学校においては、登下校時の事件・事故や不審者の侵入など、児童生徒が被害を受け

る事態も頻発しています。児童生徒の安全・安心を守るため、社会が一丸となって、継

続的にハード・ソフト両面の安全対策や防犯対策を行うことが求められます。

(5) 国際的社会課題への関心の高まり

(6) リスクの深刻化や自然災害の激甚化・頻発化
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新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、県内の小・中学校、高等学校、特別支

援学校、大学等においても、臨時休業、オンラインを活用した授業等の実施、部活動の

制限や大会の中止、修学旅行の中止や目的地変更など、教育活動や教育環境に様々な変

化が生じ、子どもたちは大きな影響を受けました。

特に、全国的にＩＣＴを活用した学習環境の整備が急速に進み、ＩＣＴの可能性や重

要性がクローズアップされました。オンラインの活用が様々な場面で進んでいますが、

オンラインを活用した授業等だけでは実現できない学びもあり、対面とオンラインの効

果的な組合せが必要となるほか、情報手段の正しい利用を促す情報モラル教育を併せて

進めていくことが必要です。

また、ＩＣＴを活用することで国内外を問わずつながることが可能となるなど教育の

新たな広がりも期待されることから、教育の基盤的なツールとしてだけでなく、教育内

容の充実に向けて効果的に活用していくことが求められます。

社会構造や教育を取り巻く環境が変化する中、社会変化に的確に対応しつつ、持続的

で魅力ある学校教育を実現していく必要があります。

児童生徒の新たな価値の創造に挑んでいく力を育むため、「個別最適な学び」や「協

働的な学び」が求められているほか、教育課題の解決に向けて地域に開かれた学校づく

りが不可欠となっています。

教育内容の質の向上はもとより、児童生徒一人一人の個性や能力に応じた学習指導、

いじめや不登校等の生活指導上の課題への対応など、学校が取り組まなければならない

課題は複雑化・多様化しています。

教職員に求められる役割や資質能力も多様化・高度化し、児童生徒や新たな教育課題

に向き合う教職員の余裕がなくなっています。人的支援、業務の削減・分業化・効率化

等による働き方改革を更に進め、教職員の多忙化の解消を図ることが求められます。ま

た、学校で指導的立場を担うベテラン教員の退職とそれに伴う若手の採用が増えており、

ミドルリーダーの育成や若手教員の資質能力の向上が総合的かつ組織的に取り組むべき

課題となっています。

また、心身の不調を訴える教職員の増加や教職員の不祥事の根絶も課題となっていま

す。

教育の担い手である教職員の資質向上を図るためには、専門性や指導力を向上させる

研修等を充実するほか、教職員の健康管理の徹底、倫理観や使命感を高揚させる取組が

求められます。

(7) 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による学習環境の変化

(8) 社会変化に応じた学校づくりや学校のガバナンス・コンプライアンス強化の必要性増大
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本県は、「富国有徳の「美しい“ふじのくに”づくり」～東京時代から静岡時代へ～」

を県政運営の基本理念に掲げ、誰もが人生の夢を実現し、幸せを実感できるＳＤＧｓの

モデル県の実現を目指しています。

「富国有徳」は、富士の字義を体した理念です。「富士」は、「富（豊富な物産）」

を「士（有徳の人材）」が支える形であり、「有徳の人」は、美しい“ふじのくに”づ

くりの礎となるものです。

「有徳の人」の育成に向けては、この地に暮らす誰もが人生の夢を実現し、幸せを実

感するための基盤となる「誰一人取り残さない教育の実現」に全県を挙げて取り組んで

いくことが重要です。

社会全体で「有徳の人」の育成に取り組むため、「有徳の人」づくり宣言や目指すべ

き人物像を県民の皆様と共有し、本県の未来を担う人材育成を進めていきます。

３ 基本方針

(1) 基本理念

誰一人取り残さない教育を実現し、気品をたたえ、調和した人格をもち、また、「富

士」の字義にふさわしい物と心の豊かさをともに実現する「有徳の人」を育成するため、

一、｢文・武・芸」三道の鼎立を実現します。

一、生涯にわたって自己を高める学びの場を提供し、多様な人材を生む教育環境を実

現します。

一、地域ぐるみ、社会総がかりの教育を実現し、「才徳兼備」の人づくりを進めます。

「有徳の人」とは、

○知性・感性・身体能力など、自らの個性に応じて「才」を磨き、自立を目指す人

○多様な生き方と価値観を認め、自他を大切にしながら「徳」を積む人

○「才」を生かし「徳」を積み、社会や人のために貢献する「才徳兼備」の人

「有徳の人」づくり宣言

「有徳の人」の育成 ～誰一人取り残さない教育の実現～
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ＡＩやＩｏＴ等の技術革新が進展し、あらゆる産業や社会生活に取り入れられた時代

が到来しつつあり、社会の在り方そのものが劇的に変わる状況が予想されています。

また、地球規模の気候変動、国境を越えた人の往来やモノ・情報の流通など、あらゆ

る分野でグローバル化が進展する中、国際社会の一員として、地域レベルでの持続可能

な社会づくりの担い手の育成が求められています。

我が国では、加速する人口減少や健康寿命の延伸等の人口構造の変化に加え、学校に

なじめない児童生徒やヤングケアラー、経済的格差を抱える児童生徒に対する学びの保

障、国籍や性別、障害の有無といった多様性への配慮など様々な課題が顕在化していま

す。

本県が育成を目指す「有徳の人」は、美しい“ふじのくに”づくりの礎となるもので、

様々な変化が起こり得る新たな時代において、社会や人のために、自らの能力に応じて、

できることを行っていく人です。その具体的な人物像が、個が輝き、利他心に溢れる「才

徳兼備の人」です。

社会が急激に変化する中、予測できない変化を柔軟に受け止めつつ、地球規模の諸課

題も自らの課題として捉えながら、自ら考え、行動していくことが求められます。多様

な課題が顕在化していく中にあっては、人それぞれに異なる価値観や特性などの多様性

を尊重し、助け合っていくことが必要です。

こうした姿勢をもって、コミュニケーション力を発揮し、協調して新たな価値の創造に

挑んでく力が求められ、そのための教育は、「才徳兼備」の人づくりそのものです。誰

一人取り残さない教育の実現に全県を挙げて取り組み、誰もが人生の夢を実現し、幸せ

を実感できる社会を実現していきます。

(2) 新たな時代に求められる教育施策

加速する社会変化を柔軟に受け止め、地球規模の諸課題も自らの課題として考え、

人それぞれに異なる価値観や特性などの多様性を尊重しながら、

コミュニケーション力を発揮し、協調して新たな価値を創造できる力を育む教育の推進
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「有徳の人」の育成に向けた各種施策の推進に当たり、以下に記載する４つの項目は、

共通して踏まえるべき視点、求められる姿勢を示すものです。

世界共通の目標の達成に貢献する姿勢を持ち、ＩＣＴや先端技術の活用や学びの可視

化と質の保障を図り、地域社会の教育力を高めながら連携を強化し、本計画に掲げる施

策の実効性を高めていきます。

世界共通のＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に掲げる目標の４は、「全ての人々への

包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する」とされています。

ＳＤＧｓの 17 の目標は、それぞれが独立したものではなく、相互に関係性のあるもの

です。教育も、独立したゴールとして捉えるべきでなく、特に、持続可能な社会の担い

手の育成という視点では、教育がＳＤＧｓ推進の全ての基礎となります。

本県では、静岡県の新ビジョン 後期アクションプランにおいて、「ＳＤＧｓのモデル

県」を基本理念に掲げています。全ての人が自らの夢を実現でき、幸せを実感できる地

域社会の実現を目指しており、これは、ＳＤＧｓの理念の柱をなす「誰一人取り残さな

い」社会の実現と方向性を同じくするものです。

本県は、教育の基本理念を「「有徳の人」の育成～誰一人取り残さない教育の実現～」

としており、ＳＤＧｓの推進は、全ての施策に共通する視点です。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、小・中学校、高等学校のみならず、大

学等において、ＩＣＴの活用が加速しました。Society5.0 時代を見据え、ツールとして

のＩＣＴの活用に留まらず、ＩＣＴや先端技術の活用を前提とした新たな学びへと進化

を図っていく必要があります。

ツールとしてのＩＣＴの活用では、海外との交流、不登校の児童生徒の指導、中山地

域等の小規模校での学びの保障、社会人の学び直し等における時間的・距離的な制約を

受けない学びをはじめ、授業等における成果の即時共有による効果的な学び、校務の効

率化等が期待されます。また、個人の学習履歴等のビッグデータの活用により、児童生

徒の理解度や特性に応じた学びへの活用が期待されます。

ＩＣＴや先端技術は、どのように活用していくかだけでなく、それらを使って教育に

おいて何を実現するのかを考えていくことは重要であり、今後も急速な進展が見込まれ

る革新技術の教育分野への導入に向けた不断の改善や改革を加えながら、取組を進めて

いく必要があります。

(3) 施策を進める上での共通の視点

ア ＳＤＧｓの推進

イ ＩＣＴや先端技術を活用した新たな学びの提供
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教育は経験知に頼ってきた部分が多く、エビデンス（科学的根拠）やデータを活用す

る環境が必ずしも十分ではありません。教員は、実践を積み重ねたり先輩教員のやり方

を学んだりして授業力を向上させてきましたが、若年化や現場の多忙化等により、それ

も難しくなってきています。

一方、児童生徒一人一台のコンピューターや様々なシステムの導入により、学習履歴

等の情報の収集・分析が可能となる環境が整ってきています。

先端技術や教育データの活用を促進する基盤の整備を進め、児童生徒の成長のプロセ

スや授業づくりの方法、学校経営・教育施策など教育全般を可視化することにより、一

人ひとりに合った学習方法の選択、カリキュラムの改善、地域等との情報の共有化と連

携促進など、時代の変化に応じた教育の質の向上につなげていくことが求められます。

また、災害や感染症など様々なリスクが存在し、より安全・安心な教育環境づくりが

求められる今日、学校や通学路の危険個所のデータを分析し可視化するなどの取組によ

り、リスクへの対応による学びの継続・質の保障にもつながります。

児童生徒一人ひとりの個性や能力に応じた学習指導、いじめや不登校等の生活指導上

の課題の困難化、特別な支援が必要な児童生徒や外国人児童生徒の増加など、教育環境

が多様化・複雑化しています。また、「個別最適な学び」や「協働的な学び」が求めら

れており、教員の多忙化解消が喫緊の課題となっている中、教育を学校だけに任せるの

ではなく、家庭や地域社会が教育力を発揮し、子どもの成長を支援することが不可欠で

す。

人口減少に伴って不足する地域の担い手の育成や社会の急激な変化に対応できる力の

育成という視点では、子どもの成長過程での地域との関わりや地域に根ざした探究学習

の必要性等が指摘されていますが、こうした取組は、地域との連携により教育効果を高

めることが期待されます。

学校をはじめ、家庭、自治会、企業、ＮＰＯ等の学校外の多様な主体が、地域の子ど

もは地域の大人が育てるという意識を更に高め、社会総がかりで教育に継続的して関わ

っていく仕組みを構築していくことが重要です。

ウ 学びの可視化と質の保障

エ 地域社会との連携
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本県教育の基本理念「有徳の人の育成～誰一人取り残さない教育の実現～」を目指し、

「有徳の人づくり宣言」に明示する柱に沿った３つの基本方向の下、９つの重点取組を掲

げ、教育施策を総合的に推進します。

４ 施策体系

基本方向１ ｢文・武・芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

重点取組１ ｢知性」・「感性」を磨く学びの充実

重点取組３ 学びを支える魅力ある学校づくりの推進

重点取組２ 「技芸を磨く実学」の奨励

基本方向２ 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

重点取組４ 多様性を尊重する教育の実現

重点取組５ グローバル・グローカル人材の育成

重点取組６ 高等学校の充実

重点取組７ 生涯を通じた学びの機会の充実

基本方向３ 社会総がかりで取り組む教育の実現

重点取組８ 社会とともにある開かれた教育行政の推進

重点取組９ 地域ぐるみの教育の推進

・個別最適な学び・協働的な学び・探究的な学びの深化
・ＩＣＴ等の活用による新たな学びの展開
・乳幼児の教育・保育の充実
・子どもの読書活動の推進

・家庭・学校・地域の連携推進
・家庭や地域における教育力の向上

・社会全体の意見を反映した教育行政の推進
・市町と連携した教育行政の推進

・社会的・職業的自立に向けた教育の推進
・スポーツに親しむ環境づくりと健康教育の推進
・多彩で魅力的な文化・芸術の創造・発信
・地域資源の活用と未来への継承

・高等学校の魅力化・特色化
・教職員の資質向上及び学校マネジメント機能の強化
・教職員の働き方改革の推進
・学校施設の安全・安心の確保

・人権を尊重する教育の推進と人権文化の定着
・多様な課題に応じたきめ細かい支援
・特別な支援が必要な児童生徒への教育の充実
・外国人・外国人児童生徒への教育の充実

・国際的な学びと地域学の推進
・優れた斉藤や社会に貢献する力を伸ばす教育の充実
・地域社会や地域産業を担う人材の育成
・自他の安全を守るために適切な判断・行動のできる人材の育成
・環境と社会活動の両立を支える人材の育成

・高等教育機関の機能強化

・全世代に対する学びの機会の充実
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子ども一人ひとりの個性に応じて才能を伸ばし、磨いていくためには、学問を学び、

スポーツに親しみ、芸術を愛するという「文・武・芸三道」の鼎立が重要です。

このため、「知性」・「感性」を磨く学びの充実、「技芸を磨く実学」の奨励、学び

を支える魅力ある学校づくりを進めます。

○個別最適な学び・協働的な学び・探究的な学びの深化

子どもたちの可能性を引き出すため、「個に応じた指導」や「主体的・対話的で深

い学び」が求められています。きめ細かな指導の充実を図るとともに、知識・技能の

習得と思考力・判断力等の育成のバランスを重視した質の高い学びを実現します。

○ＩＣＴ等の活用による新たな学びの展開

教育が多様化や専門化しており、ＩＣＴを効果的に活用し、学習環境や教育内容

を充実していくことが求められています。教職員のＩＣＴ活用力の向上やＩＣＴの

活用による授業内容の充実を図るとともに、安全・安心にＩＣＴを活用できる環境

整備や児童生徒の情操教育を推進します。

○乳幼児の教育・保育の充実

幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期であり、県全体で教

育・保育を充実していくことが求められています。乳幼児の教育・保育への支援や

情報発信等により、質の向上や多様なニーズに応じる体制の整備を推進するととも

に、幼児教育から小学校教育への円滑な接続を図ります。

○子供の読書活動の推進

読書は、人間形成や情操に重要であり、子どもたちが自主的に読書に親しむよう

になることが求められています。幼少期からの成長過程に応じて本に触れ、親しむ

機会を提供するとともに、学校における読書環境の整備を推進します。

○社会的・職業的自立に向けた教育の推進

児童生徒が実学や産業の現場に触れる機会を創出するとともに、児童生徒の地域

の産業や職業に対する理解を促進し、勤労観や職業観を育成します。

○スポーツに親しむ環境づくりと健康教育の推進

大規模スポーツイベントの開催実績を継承し、本県のスポーツ文化の醸成や競技

力向上のほか、スポーツ活動等による県民の健康増進が求められています。県民の

５ 「有徳の人」の育成に向けた重点取組

基本方向１ 「文・武・芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

重点取組１ 「知性」・「感性」を磨く学びの充実

重点取組２ 「技芸を磨く実学」の奨励
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スポーツへの関心と理解の深化、運動部活動の活性化やトップアスリートの育成、

スポーツを通じた交流の拡大を図ります。また、健やかな心身の土台となる「食」

に関する指導の充実や意識向上、健康課題に対する正しい理解の促進を図ります。

○多彩で魅力的な文化・芸術の創造・発信

本県の文化的魅力を高めるため、文化・芸術の県民の生活への定着や県内の文

化・芸術活動の活性化が求められています。「演劇の都」づくりや本県の文化的魅

力の国内外への発信を推進するとともに、子どもたちが本物の文化・芸術に触れる

機会や社会の多様な担い手による創造的な活動を促進し、文化・芸術に親しむ心の

育成や本県の文化・芸術の発展を図ります。また、本県が誇る食と食文化に触れる

「ガストロノミーツーリズム」の普及や人材育成等に取り組み、「食の都」づくり

を推進します。

○地域資源の活用と未来への継承

本県には、国内外の人々を惹き付ける多くの魅力ある地域資源があり、世界文化

遺産である富士山と韮山反射炉の顕著な普遍的価値とともに、県民の歴史的・文化

的資産を後世に継承していくことが求められています。歴史的・文化的資産の適切

な保存管理や情報発信等の取組を充実し、県民の地域資源に対する意識の醸成を図

りつつ、地域資源の確実な保存と活用、その価値を後世へ確実に継承します。

（１） 高等学校の魅力化・特色化

○高等学校の魅力化・特色化

将来にわたって本県の高等学校教育の質の維持向上を図るため、魅力や特色のあ

る高等学校が求められています。社会情勢の変化や生徒の多様な能力等に応じた学

びを実現する魅力ある県立高等学校づくりを計画的に推進するとともに、私立学校

の自主性・独自性を生かして行う魅力ある学校づくり等の取組を支援します。

○教職員の資質向上及び学校マネジメント機能の強化

学校教育におけるニーズが多様化しており、専門性や指導力、意欲等を持った教

職員の育成が求められています。キャリアステージに応じた研修等による資質向上

や倫理観等の高揚とともに、教職員の心と体の健康の保持・増進を図ります。

○教職員の働き方改革の推進

教職員の多忙化解消に向け、教職員の働き方改革を一層推進していくことが求め

られています。学校業務の整理や効率化、外部人材の活用により、業務負担の軽減

を図ります。

○学校施設の安全・安心の確保

児童生徒が安全にかつ安心して学べる環境の整備に向け、県立学校の老朽化対策

や特別支援学校の施設狭隘化解消等に早急に取り組むことが求められています。学

校施設の整備や通学路の安全対策を計画的に推進します。

重点取組３ 学びを支える魅力ある学校づくりの推進
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多様性を認め合い、誰もが人間らしく、幸せに暮らせる社会が求められています。個

人の能力や個性に応じて、それを伸ばしながら、地域社会で活躍する多様な人材を育て

てくことが活力に満ちた地域づくりにつながります。

このため、多様性を尊重する教育の実現、グローバル・グローカル人材の育成、高等

教育の充実、生涯を通じた学びの機会の充実に取り組みます。

○人権を尊重する教育の推進と人権文化の定着

全ての県民が自分らしく生きていくことができるよう、多様性が尊重され、偏見

や差別のない社会の実現が求められています。家庭、学校、職場、地域等の様々な

場面において、人権尊重意識の高揚やユニバーサルデザインの理念の普及、ジェン

ダー平等と性の多様性を認め合う環境づくりに向けた取組を推進します。

○多様な課題に応じたきめ細かい支援

多様な社会的課題が生じており、家庭環境等により学習機会の制約を受けること

のない、また、困難を抱える人や家庭を孤立させない社会の実現が求められていま

す。様々な課題を抱えた子どもやその保護者、心の問題を抱えた人やその家族に対

する支援とともに、いじめ、不登校等の未然防止や児童生徒が抱える様々な心の問

題の改善に向けた支援等の充実を図ります。また、義務教育の機会を等しく提供す

るため、新たな学びの場、学び直しの場として県立夜間中学（ナイト・スクール・

プログラム）の設置を推進します。

○特別な支援が必要な児童生徒への教育の充実

特別な支援を必要とする児童生徒が増加しており、支援の充実とともに、全ての

人たちが互いの個性を尊重し、多様な在り方を認め得る社会の実現が求められてい

ます。多様化する障害に対応する教員の専門性の向上や支援体制の充実、市町や関

係機関との連携強化を図るとともに、社会性や豊かな人間性を育む「共生・共育」

を推進します。

○外国人・外国人児童生徒への教育の充実

本県の外国人児童生徒は増加傾向にあり、外国人・外国人児童生徒が地域で安心

して快適に暮らせる多文化共生社会の実現が求められています。国籍が異なる人々

が共に支え合い、共に学び合う教育を推進するとともに、外国人児童生徒に対する

日本語指導や教育支援等の充実を図ります。

基本方向２ 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

重点取組４ 多様性を尊重する教育の実現
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○国際的な学びと地域学の推進

地域が直接世界とつながる時代の中で、国際的な感覚や視点を持って地域社会の

創造・発展に貢献する人材が求められています。県民の海外留学や国際交流、海外

からの留学を支援するとともに、児童生徒の外国語を学ぶ意欲や使う力の向上を図

ります。

○優れた才能や社会に貢献する力を伸ばす教育の充実

社会を牽引する人材が必要とされており、一人ひとりの能力、適性、成長に応じ

た多様な学習機会を提供し、個々の才能や個性を発揮できるようにしていくことが

求められています。個々の能力を更に伸ばす教育の充実を図るとともに、地域を牽

引するリーダーを養成します。

○地域社会や地域産業を担う人材の育成

生産年齢人口が減少する中、多様な人材が地域社会や産業の担い手として能力を

発揮し活躍できる社会が求められています。専門高校等における教育や職業訓練の

充実を図るとともに、産学官連携により高度人材を育成します。

○自他の安全を守るために適切な判断・行動のできる人材の育成

災害や事件・事故の発生が後を絶たない中、災害に対する自助・共助の実現とと

もに、災害・事故・事件等から県民の命と生活が守られる社会が求められています。

児童生徒をはじめとした県民の防災や安全に対する意識の向上、学校の危機管理体

制の充実とともに、交通安全や防犯に対する意識と能力の向上を図ります。

○環境と社会活動の両立を支える人材の育成

ＳＤＧｓや社会における環境委配慮要請の高まり等を背景に、美しい自然環境の

保全を図り、環境と経済が両立した地域としていくことが求められています。学校

における環境教育の充実や県民の環境意識の向上を図ります。

○高等教育機能の強化

地域の活力を高めていくため、地域の高等教育機関には、教育研究機能を活用し

た地域の課題解決や高度人材の育成が求められています。本県の公立大学法人（静

岡県立大学、静岡文化芸術大学、静岡社会健康医学大学院大学）が推進する教育・

研究活動の支援や県立農林環境専門職大学における実践的な教育を行うとともに、

県内大学と企業や高等学校等との連携を促進します。

重点取組５ グローバル・グローカル人材の育成

重点取組６ 高等教育の充実
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○全世代を通じた学びの機会の充実

○全世代に対する学びの機会の充実

生涯にわたる一人ひとりの「可能性」と「チャンス」の最大化に向け、生涯にわ

たって学び続けることのできる環境の整備が求められています。社会教育や生涯学

習の推進体制の充実や多様な学習ニーズへの支援を行うとともに、高等教育機関に

おおいて社会人の学び直しやスキルアップを図るリカレント教育を促進します。ま

た、県立中央図書館の整備や機能の充実を進めます。

教育課題が多様化・複雑化しており、教育を学校の先生だけに任せることなく、地域

の子どもは地域の大人が育てるという考えに立つことが必要です。

このため、社会とともにある開かれた教育行政、地域ぐるみの教育を推進します。

○社会全体の意見を反映した教育行政の推進

教育を取り巻く環境変化の中、地域の実情や社会全体の意見等を反映し、家庭、

学校、地域等が連携した社会総がかりの教育を推進していくことが求められていま

す。教育に関する大綱と教育振興基本計画の着実な推進とともに、幅広い分野から

の意見や教育現場の生の声、県民ニーズ等を踏まえた教育施策の具体化を図ります。

○市町と連携した教育行政の推進

複雑化・多様化する教育課題に対し、県教育委員会と市町教育委員会の一層の連

携・協働が求められています。地域の特色を生かした教育施策について協議を深め、

県教育委員会と市町教育委員会の連携を強化します。

○学校・家庭・地域の連携推進

地域課題の解決のため、学校づくりへの地域の方々の協力や学校を核とした地域

の活性化が求められています。学校・家庭・地域の連携・協働による開かれた学校

づくりとともに、子供たちが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる環境づくり

を推進します。

○家庭や地域における教育力の向上

家庭や地域の教育力の低下が指摘されており、家庭や地域全体での教育の充実が

求められています。家庭教育の支援や県民の人づくり実践活動を支援するとともに、

子どもや青少年の健全育成に向けた環境整備を推進します。

基本方向３ 社会総がかりで取り組む教育の実現

重点取組７ 生涯を通じた学びの機会の充実

重点取組８ 社会とともにある開かれた教育行政の推進

重点取組９ 地域ぐるみの教育の推進
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

全ての子どもの可能性を引き出す学びを実現するため、児童生徒の実態に応じたきめ細

かい指導・支援を実践するとともに、ＩＣＴを効果的に活用した学びの質の向上を図ります。

また、生涯にわたり人格形成の基礎を培う幼児教育の質の向上や読書習慣の確立など、感

性を磨き表現力を高め人生をより豊かにする学びの充実を図ります。

■本県における現状と課題

・本県では、小・中学校における全国に先駆けた「静岡式 35人学級編制」の導入、小学

校における専科指導教員や高等学校における外国語指導助手の配置等によるきめ細か

な学習指導を行っています。

・2021 年度の「全国学力・学習状況調査」では、本県の中学校３年生の国語、数学は全

国平均正答率を上回りましたが、小学校６年生の国語、算数ではやや下回りました。

・高等学校では、2022 年度から、新たな「学習指導要領」が年次進行で実施されること

となっており、「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学びに向かう力、

人間性等」を学び育てるために、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改

善を行うこととされています。

・児童生徒が自ら未来を切り拓き、それぞれの夢を実現していく力を育むため、「個に応

じた指導」や「主体的・対話的で深い学び」の実現を目指す授業改善が求められていま

す。

・これからの時代を生きるための資質・能力を育むためには、児童生徒一人ひとりの力を

最大限に伸ばす学びや児童生徒が自ら学びに向かう教育の充実が必要です。

■目 標

・児童生徒一人ひとりに応じた「個別最適な学び」と仲間との学び合いを中心とする「協

働的な学び」のそれぞれの良さを生かしつつ、自ら課題を設定し解決に向けて情報収

集や意見交換等を行っていく「探究的な学び」の充実を図り、児童生徒の「知識・技能」、

「思考力・判断力・表現力」、「学びに向かう力・人間性」をバランス良く育成します。

■成果指標

６ 施策の方針と主な取組

第１章 「文・武・芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

１ 「知性」・「感性」を磨く学びの充実

(1) 個別最適な学び・協働的な学び・探究的な学びの深化

指標名 現状値 目標値

全国規模の学力調査で全国平均を上回る科目の割合

（2020 年度）

小 0％

中 100％

（毎年度）

小 100％

中 100％
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

■活動指標

■取組の展開

ア 静岡式 35人学級編制を充実させるとともに、小・中学校における「個に応じた指導」

や高等学校における個別学習支援を通じて、きめ細かな指導の充実を図り、質の高い学

びを実現します。

（主な取組）

○小・中学校における「静岡式 35人学級編制」の継続

○高等学校における少人数学級編制の導入検討

○小学校への専科指導教員の配置の拡充と高学年の教科担任制の推進

○中学校への免許外教科担任解消等に向けた非常勤講師の配置の拡充

○各市町に対する臨時講師に関する人材情報の提供

○高等学校における退職教員、大学生等を活用した放課後学習指導等の実施

［担当：私学振興課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］

イ 児童生徒の知識・技能の習得と思考力・判断力等の育成のバランスを重視した上で、

知識の理解の質を更に高めるとともに、児童生徒主体の授業、探究的な学習活動、体験

的な活動等の充実により、様々な事柄や問題に興味・関心を抱き自ら課題解決に取り組

んでいく力や、多様な人々と協働する力を育成します。

（主な取組）

○知的活動や情緒表現等のコミュニケーション能力の基盤となる言語能力を育成する

教育の充実

○論理的な思考の基礎となる科学的証拠や公式等を基に結論を導く理数教育の充実

○国内外の様々な情報や情報技術を活用して問題の発見・解決や自ら考える力の形成

指標名 現状値 目標値

授業の内容がよく分かると答える児童生徒の割合

（2020 年度）

小 90.0％

中 85.4％

高 79.9％

特 92.3％

（2025 年度）

小 93％

中 92％

高 90％

特 100％

学校の授業以外で１日当たり１時間以上勉強している

児童生徒の割合

（2021 年度）

小 66.5％

中 79.2％

（2025 年度）

小 75％

中 80％

全国学力・学習状況調査の問題や結果を活用した学校

の割合

（2020 年度）

小 83.3％

中 77.6％

（2025 年度）

小 100％

中 100％

外部人材を活用し協働的・探究的な学習を実施する県

立高等学校数

（2020 年度）

ー

（2025 年度）

90校

県立高等学校における中学生一日体験入学の一人当た

りの参加校数

（2021 年度）

1.73 校

（2025 年度）

1.76 校
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

につなげる情報活用能力を育成する教育の充実

○自立した人として他者と共により良く生きるための基盤となる道徳性を養う道徳教

育の充実

○地域人材を活用した放課後等における学習支援の充実

○協働的・探究的な学びの充実に向けた地域の企業、団体、大学、専門人材等と連携し

た取組の拡充

○地域学や地域資源等を活用した体験活動を通じた地域を学ぶ教育の充実

○ＳＴＥＡＭ教育などの視点を通した教科横断的な学びの推進

○高等学校段階における生徒の基礎学力の定着度合を測定する「高校生のための学び

の基礎診断」の実施と結果を活用した学習指導の実施

○学校訪問等を通じた教師用指導資料「自分ごと（自分の事）として学ぶ子供」の活用

促進

○学識経験者等で構成する学力向上推進協議会及び県・市町教育委員会の学力担当指

導主事等で構成する学力向上連絡協議会における学力向上策等の協議

［担当：教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］

ウ 児童生徒の学びの質を高めるため、教員の交流等を通じて教科指導や生徒指導に関

する情報を共有化し、小学校と中学校、中学校と高等学校の円滑な接続を図ります。

（主な取組）

○各地区における中・高連絡協議会の開催

○公立学校（小・中・高・特）の教職員の校種間の人事交流の推進

○県立高等学校における中学生一日体験入学の実施

［担当：義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

■本県における現状と課題

・本県では、学校のＩＣＴ機器や通信環境の整備、教員のＩＣＴ活用能力の向上や支援に

取り組んでいるほか、2020 年８月に県教育委員会に「ＩＣＴ教育戦略室」を設置し、

ＩＣＴを活用した教育に関する施策を一体的かつ強力に推進しています。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、登校や外出が制限される中での学びの機会

や質の確保が課題となった一方で、ＩＣＴを活用した学習環境の整備が急速に進み、Ｉ

ＣＴの可能性や重要性がクローズアップされました。

・本県における教員のＩＣＴ活用指導力は、年々向上していますが、全国的に下位の水準

にあります。

・ＩＣＴは、学校教育の基盤的なツールとして必要不可欠なものとなっていますが、単な

るツールとしてだけでなく、教育の多様化や専門化にＩＣＴを効果的に活用し、学習環

境や教育内容の充実につなげていくことが求められています。

・「個別最適な学び」や「協働的な学び」の充実には、ＩＣＴを活用した教育環境の整備

とともに、ＩＣＴの活用をはじめとした Society5.0 時代に求められる教員を育成して

いくことが必要です。併せて、児童生徒の情操教育や実践活動との両立が不可欠です。

■目 標

・１人１台端末の環境やＩＣＴ活用の利点を生かした授業改善、教員の指導力向上や支

援体制強化、時代の変化に即応した環境整備に取り組み、教育内容の充実を図ります。

■成果指標

■活動指標

(2) ＩＣＴ等の活用による新たな学びの展開

指標名 現状値 目標値

授業中にＩＣＴを活用して習熟度別学習や協働学習な

ど専門的な活用ができる教員の割合

（2019 年度）

64.8％

(2025年度）

75％

指標名 現状値 目標値

日常的に授業でＩＣＴを活用した学校の割合
（2020年度）

91.8％

(2025年度）

100％

ＩＣＴ活用に係る研修を受講した教員の割合
（2020 年度）

48.8％

(2025年度）

90％

研修管理システムに蓄積・共有化した授業動画数
（2020 年度）

30 本

(2025年度）

総本数 55本以上

情報モラルに関する教育活動を実施した学校の割合

（2020 年度）

小 100％

中 100％

高 97.1％

特 97.3％

（毎年度）

小 100％

中 100％

高 100％

特 100％

小中学校ネット安全・安心講座参加者数
（2020 年度）

220 年

毎年度

220 件
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

■取組の展開

ア ＩＣＴ活用による教職員の指導力の向上を図るとともに、電子教材や講義動画の内

容を充実し、一人一台端末の効果的な活用により、「個に応じた学び」や「協働的な学

び」の充実に向けた授業改善を推進します。

（主な取組）

○教員の各教科等の授業におけるＩＣＴ活用の推進

○日常的なＩＣＴ活用による児童生徒の情報活用能力の育成

○県立高等学校における個人の学習履歴に係る情報を管理するシステム（ＬＭＳ）の

導入検討

○ＩＣＴ活用指導力の向上を図るための教職員研修の実施

○教員のＩＣＴ活用に有用な情報を掲載した教員支援ポータルサイトでの講義動画・

教材等の蓄積及び県立・市立・私立高等学校での共有

○インターネット等を活用した教育・学習システムの研究

○小・中学生の学びを支援するインターネットラーニング「あすなろ学習室」の活用促進

○教員養成課程でのＩＣＴ活用能力育成に関する大学との協議

○県内市町等で構成する静岡県ＩＣＴ教育推進協議会を通じた情報共有や実証研究等

の実施

○ＥｄＴｅｃｈを活用した新しい学びのスタイルの実証の推進

［担当：教育政策課］

イ 情報通信技術の進展や社会基盤の変化に即応するとともに、個人情報の保護や情報

流出防止等の情報セキュリティの強化を図り、児童生徒や教職員が安全かつ安心して

日常的にＩＣＴを活用できる環境を整備します。また、ＩＣＴ支援員等を配置し、ＩＣ

Ｔを活用した教育活動を支援する体制の整備を推進します。

（主な取組）

○県立学校におけるタブレット端末等のＩＣＴ機器の整備

○情報セキュリティに関する方針や対策を定めた情報セキュリティポリシー等の遵守

の徹底

○県立学校における情報セキュリティに関する技術的対策の充実

○県立学校に対する情報セキュリティに関する監査の実施

○ＩＣＴを活用した学校教育活動を支援する「ＩＣＴ支援員」及び「ＧＩＧＡスクール

サポーター」の配置及び活用促進

［担当：教育政策課、高校教育課、特別支援教育課］

指標名 現状値 目標値

ケータイ・スマホルールアドバイザー養成人数
（2021 年度）

120 件

毎年度

120 件
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

ウ 児童生徒がインターネット等の情報手段の正しい利用を促す情報モラル教育を推進

するとともに、ネット依存対策を充実し、児童生徒の心身の健全な発達を図ります。

（主な取組）

○インターネット上の有害情報や誹謗中傷等を排除するためのネット・パトロールの

実施

○生徒指導主事研修会におけるインターネットを介した生徒指導事案に関する情報共有

○情報教育に関する研修・情報モラルに関する研修等の実施

○インターネットの利用を自分でコントロールする力の育成

○インターネット等を安全に使うための「小中学校ネット安全・安心講座」の開催

○ケータイ・スマートフォン等の使い方に関する家庭でのルール作りの普及啓発及び

「ケータイ・スマホルールアドバイザー」を活用した理解促進

○「ケータイ・スマホルールアドバイザー」の養成及びフォローアップ研修等による資

質向上

［担当：教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、社会教育課］
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

■本県における現状と課題

・本県では、「幼児教育アドバイザー」の配置や幼稚園・保育所・認定こども園と小学校

の連携等による幼児教育推進体制の強化に対する支援のほか、県民の多様な教育・保育

ニーズに応じる体制の整備を推進しています。

・幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期ですが、少子化の進行、家庭

や地域を取り巻く環境の変化等が複合的に絡み合い、幼児の直接的・具体的な体験が不

足しているといった課題が指摘されています。

・子どもの主体的な活動を促す環境づくりが不可欠であり、幼稚園等において全ての子

どもが質の高い教育を受けられるように、県全体で教育・保育を充実していくことが求

められています。

・幼児教育に携わる教職員等の専門性の向上や保育人材の確保・育成を図るとともに、幼

稚園等と小学校の連携を強化し、幼児教育から小学校教育への円滑な接続による「小１

プロブレム」の解消を図ることが必要です。

■目 標

・市町の幼児教育推進体制を支援し、幼稚園等と小学校の連携・接続を更に強化すること

で、「小１プロブレム」の解消や教育・保育の機会確保を進めます。

■成果指標

■活動指標

■取組の展開

ア 乳幼児の教育・保育の充実に向けた支援や情報発信等を通じて、県全体の教育・保育

の質の向上を図ります。

(3) 乳幼児の教育・保育の充実

指標名 現状値 目標値

幼児教育アドバイザー等配置市町数
（2020 年度）

28市町

（2025 年度）

全市町

指標名 現状値 目標値

キャリアアップの仕組みを導入している民間保育所・

認定こども園の割合

（2020 年度）

93.6％

（2025 年度）

100％

認定こども園の設置数
（2020 年度）

307 箇所

（2024 年度）

332 箇所

教育活動の円滑な接続に向けて小学校と連携を実施し

た幼稚園等の割合

（2020 年度）

89.8％

（2025 年度）

100％

幼児教育施設の保育者と小学校等の教員の合同研修を

実施した市町数

（2020 年度）

24市町

（2025 年度）

全市町
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

（主な取組）

○幼稚園、保育所、認定こども園、認可外保育施設等全ての幼児教育施設に対する各施

設のニーズに適した幼児教育アドバイザー等による専門職と連携した訪問支援の促進

○市町の幼児教育アドバイザーや指導的立場にある職員を対象とした研修の実施

○幼児教育に関わる全ての教職員を対象とした研修機会の増大と研修内容の充実

○幼稚園等における特別支援教育（インクルーシブ保育）や外国人教育のの充実

○私立幼稚園の自主性・独自性を活かした教員の資質向上等の取組の支援

○保育士を手厚く配置している保育所等への支援

○指導的役割を担う保育士の養成のためのキャリアアップ研修の実施

○市町における幼児教育の好事例や就学前教育情報発信サイトの運営等による乳幼児

の教育・保育に関する情報発信

［担当：私学振興課、こども未来課、義務教育課、特別支援教育課］

イ 地域性、独自性を生かした魅力ある幼稚園、保育園、認定こども園づくりを支援する

とともに、県民の多様な教育・保育ニーズに応じる体制の整備を推進します。

（主な取組）

○幼稚園と保育所の機能を併せ持ち保護者の就労状況等によらず柔軟に子どもを受け

入れる施設である認定こども園の普及の支援

○保育関係施設の利用希望の増加に対応する受入枠の適正配置に向けた取組を行う市

町の支援

○地域の実情に合った子育て支援、預かり保育及び延長保育を推進する市町の支援

○私立幼稚園の自主性・独自性を活かした魅力ある幼稚園づくりの支援

［担当：私学振興課、こども未来課］

ウ 幼稚園教諭、保育教諭、小学校教諭の交流等を通じ、幼児教育から小学校教育への円

滑な接続を図ります。

（主な取組）

○幼稚園等と小学校の教職員同士の連携・交流活動等の促進

○幼稚園等異校種間の情報交換や幼小接続の重要性を考える場の提供等を行う幼小合

同研修の充実

○「静岡県版接続モデルカリキュラム」を活用した園や学校の実態に合わせた接続カ

リキュラム作成の促進

［担当：私学振興課、こども未来課、義務教育課、特別支援教育課］
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■本県における現状と課題

・本県では、「読書県しずおか」を目指し、本に親しむ機会の提供や読書活動の啓発、学

校図書館の充実等に取り組んでいます。

・子どもの余暇時間の減少やスマートフォン所持率の増加、授業時間確保のための学校

における読書活動時間の減少等により、読書をしない子どもの割合が増加しています。

学校段階が進むにつれて読書離れが進む傾向が指摘されており、特に高校生の読書時

間は、小・中学生と比べて減少傾向にあります。

・読書は、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かにするなど、人間形成

や情操の涵養に重要であり、全ての子どもが自主的に読書に親しむようにしていくこ

とが求められています。

・子どもの読書習慣の形成に向け、子どもが本に興味を持ち、読書意欲につなげていくた

め、読書環境の整備等や読書機会の提供等に家庭・地域・学校が連携し、社会全体で取

り組んでいくことが必要です。

■目 標

・家庭・地域･学校の総がかりで子どもの読書活動推進に取り組み、生涯にわたる読書習

慣の基礎となる子どもの読書習慣の定着を図ります。

■成果指標

■活動指標

(4) 子どもの読書活動の推進

指標名 現状値 目標値

家庭や地域で 1週間に 1 回以上本に親しむ児童生徒の

割合

（2020 年度）

小 59.2％

中 42.9％

高 29.9％

特 53.8％

（2025 年度）

小 70％

中 47％

高 34％

特 65％

県内市町立図書館の児童図書の年間貸出冊数（12歳以

下の子ども１人あたり）

（2020 年度）

20.8 冊

（2025 年度）

24.0 冊

指標名 現状値 目標値

読書ガイドブック「本とともだち」を活用した小・中学

校の割合

（2020 年度）

小 85.2％

中 73.5％

（2025 年度）

小 90％

中 80％

子ども読書アドバイザーとして活動する人の数
（2020 年度）

調整中

（毎年度）

250 人

読書の時間の実施率
（2020 年度）

高 69.8％

（2025 年度）

高 80％

学校司書等を配置している学校の割合

（2020 年度）

小 86.2％

中 84.1％

高 82.3％

（2025 年度）

各校種 90％
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■取組の展開

ア 幼少期から、成長過程に応じて本に親しむ機会を提供するとともに、読書活動の啓発

等を行い、県民一人一人が生涯を通じて読書を楽しむ習慣を確立した「読書県しずおか」

を目指します。

（主な取組）

○図書館関係者や外部有識者等で構成する「静岡県読書活動推進会議」における「静岡

県子ども読書活動推進計画」の進捗評価や施策検討等の実施

○読書ガイドブック「本とともだち」のあかちゃん版、幼児版、小学生版、中学生版の

配付及び活用促進

○リーフレット「始めよう、親子読書」を活用した乳幼児期を中心とした親子読書の促進

○「子ども読書アドバイザー」の養成及びフォローアップ研修等による資質向上

○「子ども読書アドバイザー」のリストの配布による教育現場における活用促進

○高校生を対象とした知的書評合戦「ビブリオバトル」の開催

○音読や朗読等を通じた知識・技能の習得と表現力等の育成

○県内の読み聞かせ活動者の資質向上や読み聞かせ活動への理解促進に向けた関連の

団体・グループ等の連携促進

○県立中央図書館（子ども図書研究室）を中核とした県内図書館や子どもの読書活動

に関わる団体等の支援

○「読書県しずおか」づくり優秀実践校・団体・個人の表彰

［担当：社会教育課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］

イ 学校図書館の充実や読書活動の推進に関わる職員の配置促進等を図り、学校におけ

る児童生徒の読書環境の整備を推進します。

（主な取組）

○各学校において自校の学校図書館を分析・評価するための「学校図書館チェックシ

ート」の活用促進

○司書教諭の配置の継続、学校司書等の配置の促進及び研修等の充実

［担当：教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、社会教育課］
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

子どもたちの社会人としての自立に向け、勤労観・職業観を高める教育を推進します。

また、国内外で活躍するアスリートの発掘・育成や競技力向上に取り組むとともに、県民

の健康増進を図るため、スポーツ活動への参加促進や健康教育の推進を図ります。

さらに、芸術鑑賞や文化活動を通じた文化芸術の担い手の育成、次代を担う子どもたちへ

郷土の歴史や文化の継承を図るとともに、県内の「食」文化に対する理解と意識の向上を図

ります。

■本県における現状と課題

・社会が急速に変化し就労内容の多様化等が進む中、児童生徒が自らの生き方や働き方

について考えを深め、職業生活に必要な知識の育成や学習生活と社会のつながりを意

識した教育の必要性が一層高まっています。

・本県では、児童生徒の勤労観や職業観の育成のため、地域の産業や職業に対する理解促

進に取り組んでいます。

・児童生徒が地域の産業や職業に対する理解を深め、地域の担い手として活躍する人材

の育成が求められています。

・児童生徒の発達段階に応じたキャリア教育やものづくりの大切さ等の地域を支える産

業を学ぶことができる環境づくりが必要です。

■目 標

・児童生徒が、社会的・職業的自立に向け、自らの生き方について考え、希望する進路を

実現できるよう、地域や産業界との連携・交流を通じた学習活動を積極的に取り入れま

す。

■成果指標

■活動指標

２ 「技芸を磨く実学」の奨励

(1) 社会的・職業的自立に向けた教育の推進

指標名 現状値 目標値

「キャリア・パスポート」を活用して指導した学校の割

合

（2020 年度）

－

（毎年度）

100％

指標名 現状値 目標値

職場見学や職場体験、社会人講話等の活動を実施した

学校の割合

（2020年度）

小 49,5％

中 47.6％

高 81.4％

特 86.5％

（毎年度）

小 100％

中 100％

高 100％

特 100％

キャリア教育担当教員等が中心となって、校内のキャ

リア教育を組織的・計画的に行っている学校の割合

（2020年度）

96.9％

（2025 年度）

100％

-26-



第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

■取組の展開

ア 児童生徒が農林水産業、工業、商業等の実学や産業の現場に触れる機会を創出すると

ともに、児童生徒の地域の産業や職業に対する理解を促進し、勤労観や職業観を育成し

ます。

（主な取組）

○キャリア・パスポートを活用した、小・中・高を通じた系統的なキャリア教育の推進

○学校における職場見学・職場体験等を含むキャリア教育の活動実施の促進

○小・中学校が産業の現場で仕事を体験できる企業等に関する情報の発信

○学校と地域や産業界との連携強化に向けた情報共有等の実施

○地域に根ざした職業教育の充実に向けた特別教諭や講師の民間企業からの招聘

○児童生徒がものづくり等の楽しさ・大切さを体験する「ＷＡＺＡチャレンジ教室」や

「高校生による子どもフォアフロント体験教室」の開催

○「静岡県技能マイスター」による職業観やものづくりの素晴らしさを語る出前講座

の実施

○各技術研究所の見学・体験等を通じた地域産業に関する学習の支援や研修の実施

［担当：産業イノベーション推進課、労働雇用政策課、職業能力開発課、義務教育課、高校教育課、特別

支援教育課］

指標名 現状値 目標値

専門高校で地域住民対象の生徒による体験講座等を実

施した学校の割合

（2025 年度）

100％

ＷＡＺＡチャレンジ教室参加者数
(2020年度)

1,926 人

（毎年度）

2,400 人
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■本県における現状と課題

・本県では、県民がスポーツに参加しやすい環境の整備や国内外とのスポーツを通じた

交流の拡大、トップアスリートの発掘・育成など競技力の向上に取り組んでいるほか、

静岡茶の愛飲を含めた食育など県民のライフステージに応じた健康づくりを推進して

います。

・県内では、2019 年に「ラグビーワールドカップ 2019」、2021 年に「東京 2020 オリン

ピック・パラリンピック」の自転車競技が開催され、大きな盛り上がりを見せました。

・成人の週１回のスポーツ実施率は、全体としてはここ数年上昇傾向にありますが、女性

や働き盛りの実施率は低くなっています。また、国民体育大会における本県の総合順位

がここ数年 10位台後半で推移しています。

・令和元年度の新体力テスト記録会において、小学生男女ともに全国平均を下回った種

目が多くなっています。また、栄養バランスのよい朝食をとれている子どもが半数以下

となっているなど、現代的な健康課題も生じています。

・「ラグビーワールドカップ 2019」や「東京 2020 オリンピック・パラリンピック」とい

った大規模スポーツイベント開催実績を継承し、県民のスポーツによる健康づくりや

スポーツ文化の醸成、地域特性を活かしたスポーツ交流の拡充等を推進していくこと

が求められています。また、健康教育等を通じた県民の健康づくりが求められています。

・県民の誰もがスポーツ活動を行うことのできる機会の拡充や環境の整備に取り組むと

ともに、関係団体との連携を強化し、アスリートの発掘や競技力の一層の強化に取り組

むことが必要です。また、県民の健康増進のため、スポーツ活動の促進に加え、健やか

な心身の土台づくりとなる「食」や健康に対する正しい理解の促進等に取り組む必要が

あります。

■目 標

・スポーツ交流の拡大を図るとともに、オリンピックや国内外で活躍するアスリートを

育成し、スポーツを愛する全ての人を惹き付けるスポーツの聖地づくりを推進します。

・県民のスポーツへの関心を高めるとともに、健康に対する理解を促進し、スポーツ活動

や食育等を通じた県民の健康の保持増進を図ります。

■成果指標

(2) スポーツに親しむ環境づくりと健康教育の推進

指標名 現状値 目標値

成人の週 1回以上のスポーツ実施率
（2020 年度）

57.7％

（毎年度）

65％

スポーツに親しんだ県民の割合
（2020 年度）

－

（2025 年度）

調整中

県内施設・大会等でスポーツをする人・観る人の人数
（2020 年度）

14,344,670 人

（毎年度）

15,000,000 人
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■活動指標

指標名 現状値 目標値

学校の体育以外での１週間の運動時間

（2019 年度）

小５男子 510 分

小５女子 330 分

（2025 年度）

小５男子 560 分

小５女子 350 分

新体力テストで全国平均を上回った種目の割合

（2020 年度）

小 53.1％

中 63.0％

高 92.6％

（2025 年度）

小 100％

中 100％

高 100％

指標名 現状値 目標値

多様な年代が参加できるスポーツイベント数
（2020 年度）

172 回

毎年度

440 回

県営都市公園運動施設利用者数
（2020 年度）

741,940 人

（毎年度）

2,220,000 人

県立スポーツ施設（県武道館、県立水泳場、県富士水泳

場）利用者数

（2020 年度）

278,387 人

（毎年度）

60万人

障害者スポーツ大会への参加者数
（2021 年度）

454 人

（2025 年度）

3，000 人

すこやか長寿祭参加者数
（2020 年度）

3,075 人

（2025 年度）

4，800 人

体力アップコンテストしずおかに参加した学校の割合
（2020 年度）

60.2％

（2025 年度）

100％

静岡県関係のＪＯＣオリンピック強化選手数・ＪＰＣ

パラリンピック等強化指定選手数

（2020 年度）

調整中

（毎年度）

調整中

国民体育大会の出場種目数
（2019 年度）

229 種目

（毎年度）

231 種目

日本スポーツ協会登録公認コーチ３、４（旧公認コー

チ）数

（2020 年度）

累計1,088 人

（2025 年度）

累計 1,300 人

主催、共催、後援したスポーツ大会数
（2020 年度）

75件

（2025 年度）

150 件

スポーツボランティア登録者数
（2020 年度）

調整中

（2025 年度）

調整中

自転車走行環境整備延長（富士山一周ルート）
（2020 年度）

19.9km

（2025 年度）

54.0km

栄養バランスのとれた朝食をとっている幼児児童生徒

の割合

（2020 年度）

幼 39.1％

小 46.8％

中 47.3％

高 48.7％

（2025 年度）

幼 50％

小 55％

中 50％

高 50％

児童生徒に対する静岡茶の食育機会の確保に取り組ん

でいる学校の割合

（2019 年度）

84.0％

（2025 年度）

100％

ふじのくに茶の都ミュージアムでの各種学校等が行う

施設見学や体験学習の受入学校数

（2020 年度）

54校

（毎年度）

65校

ふじのくに健康づくり推進事業所数
（2020 年度）

5,668 事業所

（2025 年度）

6,700 事業所

学校保健計画に位置付けたがん教育を実施した小学

校・中学校・高等学校の割合

（2019 年度）

32.1％

（2025 年度）

100％
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■取組の展開

ア 誰もが気軽に体を動かすことや運動に親しむ楽しさと喜びを体験できる機会の充実

を図るとともに、県民のスポーツへの関心や参加意欲を高め、県民のスポーツを通じた

健康づくりを推進します。

（主な取組）

○スポーツへの抵抗感を和らげ気軽に参加できる「県民スポーツレクリエーション祭」

や「しずおかスポーツフェスティバル」等のスポーツイベントの充実

○スポーツに対する集中的な広報活動を行う「ふじのくにスポーツ推進月間(10 月)」

の推進

○スポーツイベント・スポーツ団体等に関する情報発信によるスポーツ・レクリエー

ション活動の普及

○県営都市公園の整備等によるスポーツに親しむ環境づくりの推進

○県営都市公園における各種スポーツ教室等のプログラムの提供

○県民の健康増進や競技力向上等の拠点である県立スポーツ施設（県武道館、県立水

泳場、県富士水泳場）の利用促進

○多世代・多種目・多志向という特徴を持ち地域住民により自主的・主体的に運営され

る「総合型地域スポーツクラブ」の育成・活動支援

○小・中学生や高校生による国際交流親善試合等の開催

○アスリートとの交流やパラスポーツ体験等のオリパラ教育を通じたスポーツへの興

味・関心・理解の促進

○乳幼児期における体力向上を目的とした「親子運動遊びプログラム」等の普及啓発

○「障害者スポーツ大会（わかふじスポーツ大会）」等の障害者がスポーツに親しむ機

会の提供

○市町や県障害者スポーツ協会等との連携による障害者スポーツの理解促進と裾野拡大

○「静岡県すこやか長寿祭スポーツ・文化交流大会」等の高齢者がスポーツに親しむ機

会の提供

［担当：スポーツ振興課、長寿政策課、公園緑地課、健康体育課］

イ アスリートの発掘や育成、指導者の養成等を通じて、国内外で活躍し、県民に夢と希

望を与えることができるトップアスリートを育成するとともに、トップアスリートの

活躍による県民のスポーツへの関心と理解を高めます。

（主な取組）

○県スポーツ協会や県障害者スポーツ協会、競技団体との連携による県内トップレベ

ルにある選手の強化活動の支援

○県スポーツ協会や競技団体との連携によるジュニア選手の強化活動の支援及び発

掘・育成
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○ジュニア世代の強化に向けた全国トップを目指す運動部活動の支援

○スポーツ医科学の知識や地域資源、ＩＣＴを活用した効果的なトレーニング法の提

供によるアスリートや競技団体の支援

○本県ゆかりのトップアスリートから指導を受ける機会の提供等による次世代人材の

意識醸成

○ジュニア世代に指導を行う指導者の資質向上のための研修等の実施

○競技力を支える指導者に対するトップレベルの指導法を学ぶ機会の提供

［担当：スポーツ振興課、健康体育課］

ウ 世界的な大規模スポーツイベントを通じて得たソフト・ハードの資源を活用し、市町

や企業等と連携したスポーツイベント等の誘致・開催により、国内外とのスポーツを通

じた交流の拡大による地域経済の活性化やスポーツの普及を図ります。

（主な取組）

○国内外とのスポーツを通じた交流の拡大に向けた地域資源を活かした様々なスポー

ツイベントや合宿の誘致等の推進

○国際的なサイクルツーリズの目的地の創造のための富士山周辺の自転車走行環境の

整備やサイクルイベントの支援等による県民が自転車に親しむ機会の創出

［担当：スポーツ政策課］

エ 学校体育の取組を充実し、児童生徒の体力向上や健康の保持増進を図るとともに、地

域や競技団体等と連携し、生徒にとって望ましい持続可能な運動部活動と教員の負担

軽減を実現します。

（主な取組）

○児童生徒の体力・運動能力を記録する「新体力テスト」の実施及びその結果に基づく

体力向上策の検討

○小学生が体を動かす楽しさを味わうことを通じて体力向上等を図る「体力アップコ

ンテストしずおか」の実施

○「体育主任研修会」や「学校体育指導者講習会」等の学校における健康教育の推進に

資する研修の充実

○学校において体育の実技指導を行う「学校体育実技指導協力者」の派遣拡充

○中学校における2023年度以降の休日の運動部活動の段階的な地域移行に向けた検討

○「静岡県運動部活動ガイドライン」に即した適切な部活動運営の促進

○「部活動指導員」の県立高等学校への配置拡充及び市町立学校への配置支援

○県立学校の運動部活動の活性化に向けた外部指導者「スポーツエキスパート」や大

学生による部活動支援ボランティアの派遣の拡充

○運動部の指導者の育成と資質向上に向けたコーチングの心理やトレーニング方法等
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を学ぶ指導者講習会等の実施

○部活動や地域のスポーツ教室等の指導者不足へ対応するために優秀な指導者を登録

した「スポーツ人材バンク」の充実及び活用促進

［担当：健康体育課］

オ 健やかで調和のとれた心身の土台づくりとなる「食」に関する指導の充実や普及啓発

を図るとともに、小・中学校において、静岡茶を飲む機会と併せ、お茶のおいしさや機

能、静岡茶の産地や文化等の理解促進を図り、「食」に対する意識向上と健康な体づく

りを進めます。

（主な取組）

○学校における食に関する指導の充実に向けた「学校における食育ガイドライン」等

を活用促進

○学校における食に関する指導の中核となる「栄養教諭」の配置拡充

○栄養教諭・学校栄養職員・食育担当者を対象とした資質向上を図るための研修・講習

の充実

○市町への管理栄養士・栄養士の配置促進及び資質向を図るための研修の充実

○学校の共同調理場への衛生管理等に関する訪問指導の充実

○子どもを対象とした「朝食摂取状況調査」の実施及びその結果を踏まえた食育施策

の検討

○教員や栄養士等を対象とした食農体験講座の企画等を行う「食農体験学習指導者」

を育成するための講座の実施

○保育士や幼稚園教諭等の指導者、地域で食育を推進する「健康づくり食生活推進員」

を対象とした食育の理解を深めるための「食育指導者研修会」の開催

○食育教室等の開催、リーフレット「朝ごはん食べていますか？」や「早寝早起き朝ご

はんカード」の活用等による望ましい食生活や健康な食生活等に関係する「共食」

の普及啓発

○「食育月間」(６月)、「学校給食週間」(１月)、「食育の日」及び「共食の日」(毎

月 19日)、を中心とした食育に関するイベント等による食への関心と理解の促進

○学校や家庭における児童生徒が静岡茶を飲む機会と静岡茶の産地や文化等の理解を

深める機会の提供の促進

○「ふじのくに茶の都ミュージアム」での各種学校等が行う施設見学や体験学習の積

極的な受入

［担当：健康増進課、お茶振興課、義務教育課、健康体育課］
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カ 県民のライフステージに応じた健康づくりを推進するとともに、児童生徒に対する

健康教育の充実を図り、県民の健康増進や児童生徒の健康課題に対する正しい理解の

促進を図ります。

（主な取組）

○児童生徒の保健管理と指導を専門とする「養護教諭」の配置拡充

○養護教諭の資質向上を図るための研修や訪問指導の充実

○生活習慣病予防教育の推進を目的とした「生活習慣病予防のための啓発媒体（ＤＶ

Ｄ）」と「活用手引書」の小学校における活用促進

○健康づくりの目標を宣言する「ふじのくに健康づくり推進事業所」における従業員

の家族や地域に開いた健康づくり事業の促進

〇県民を対象とした健康づくり活動に積極的な事業所等である「しずおか健康づくり

サポーター」による、その特色を活かした学校等における健康教育の開催支援

○生活習慣改善に向けて健康長寿の３要素（運動、食生活、社会参加）に着目した取組

を推進

○モデル校におけるがん教育の実施及び県内学校への取組紹介による普及啓発

○がんに関する正しい知識の理解促進のための教職員や外部講師を対象の研修の充実

○小学校・中学校・高等学校・大学等における「薬学講座」や「薬物乱用防止教室」の

実施による薬物乱用防止教育の充実

［担当：健康増進課、薬事課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、健康体育課］
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■本県における現状と課題

・本県では、ＳＰＡＣ（静岡県舞台芸術センター）を核とした「演劇の都」づくりを進め

るとともに、県民が文化芸術に気軽に触れることのできる機会の創出や子どもたちの

感性を磨き文化芸術に親しむ心の育成等に取り組んでいます。

・ＳＰＡＣ（静岡県舞台芸術センター）が世界的な評価を得るなど、本県の文化芸術を創

造・発信する活動が花開いています。また、県民主体の文化芸術活動を支援するため、

2021 年１月に公益財団法人静岡県文化財団内に「アーツカウンシルしずおか」を設置

し、本県の文化芸術を支える恒常的な仕組みが整いました。

・一方、新型コロナウイルス感染症の影響により、文化施設等における鑑賞・活動が大幅

に制限され、「１年間に文化・芸術の鑑賞・活動を行った人の割合」は、2021 年度は大

幅に減少しています。

・今後は、県内の文化芸術活動の活性化を図り、文化や芸術を県民の生活の中に定着して

いくことが求められています。

・さらに、県民の文化芸術の鑑賞・活動機会の充実を図るとともに、文化芸術の担い手の

育成に取り組むことが必要です。

・また、本県は、豊富な食材を有する「食の都」であり、地域完結型の食の提供が可能で

す。本県の「食」や「食文化」の魅力の向上や発信のため、県内での県産食材の消費拡

大を図るとともに、本県の食文化の創造に貢献する「ふじのくに食の都づくり仕事人」

と連携した取組等による「食の都」づくりを推進しています。

・本県には、豊富な食材に加え、多くの魅力ある地域資源を有するなど、持続可能な観光

地域の素地があり、その実力を更に高めていくことが求められています。

・本県の「食」や「食文化」の魅力を顕在化するとともに、ガストロノミ―ツーリズムを

牽引する人材を育成し、魅力を活用した観光地域づくりにつなげていくことが必要で

す。

■目 標

・本県が誇る文化芸術の魅力を発信し、県民主体の創造的活動の促進や次代の文化芸術

を担う人材の育成に取り組み、子どもたちが感性豊かに育ち、生涯を通して文化に親し

める地域社会づくりを推進します。

・本県が誇る食とその背景である文化・歴史・自然環境などを味わう「ガストロノミーツ

ーリズム」を推進するため、中核人材の育成やトップシェフによるストーリー発信など

に取り組んでいきます。

(3) 多彩で魅力的な文化・芸術の創造・発信
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■成果指標

■活動指標

■取組の展開

ア ＳＰＡＣ（静岡県舞台芸術センター）を核として演劇を活性化して、人材育成、県内

舞台芸術の振興、観光活用につなげる「演劇の都」づくりを推進するとともに、誰もが

文化芸術に気軽に触れることのできる機会の充実を図り、本県の文化的魅力を国内外

に発信します。

（主な取組）

○ＳＰＡＣによる舞台芸術の創作及び国内外での公演活動の充実及び県民への優れた

舞台芸術の鑑賞機会の提供

○演劇に必要な感性や知識等を育て将来の演劇人材の輩出を目指す「ＳＰＡＣ演劇ア

カデミー」の運営による次世代の人材育成

○本県の音楽文化の振興に向けた県内プロオーケストラを活用した鑑賞機会の拡大や

活動への支援

○国際音楽コンクール世界連盟に声楽分野で加盟している日本で唯一のコンクールで

ある「静岡国際オペラコンクール」の開催による音楽文化の普及拡大

○文学の地として名高い伊豆・東部地域を中心に県内の自然や歴史などを題材・素材

指標名 現状値 目標値

１年間に文化・芸術の鑑賞又は活動を行った人の割合
（2020 年度）

60.5％

（2025 年度）

75％

自分が住んでいる地域の文化的環境に満足している人

の割合

（2020 年度）

－

（2025 年度）

40％

指標名 現状値 目標値

ＳＰＡＣ公演等鑑賞者数
（2019 年度）

43,251 人

（毎年度）

45,000 人

県立文化施設ホームページへのアクセス件数
（2020 年度）

1,471,732 件

（2025年度）

2,000,000 件

子ども向け文化教育事業参加者数
（2019 年度）

86,404 人

（毎年度）

100,000 人

「文化の匠」派遣校数
（2021 年度）

81校

（2025年度）

90校

文化芸術を活用した地域課題の解決等のため、アーツカ

ウンシルしずおかが助言・相談対応した団体・個人の数

（2021 年度）

38団体・人

（毎年度）

100 団体・人

県芸術祭参加者・鑑賞者数
（2019 年度）

26,114 人

（毎年度）

35,000 人

地産地消フェア開催企業数
（2020 年度）

26企業

（2025年度）

21企業

「食の都」づくりに関する表彰数
（2018～2020年度）

累計62個人・団体

（2022～2025年度）

累計 70個人・団体

料理人と生産者が連携したビジネス創出の支援件数 ―
（毎年度）

３件
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第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

にした「伊豆文学賞」や、その関連イベントである「伊豆文学フェスティバル」の開

催を通じた多彩な地域文化を活かした文学作品の創出や人材の発掘

○グランシップ、県立美術館、ふじのくに自然環境史ミュージアム等の県立文化施設

の特色を生かして県民に学習活動を提供する体験型講座等の充実

○県立文化施設のホームページ等による県民に対する文化情報の提供の充実

［担当：文化政策課］

イ 児童生徒が優れた文化芸術に触れる機会の充実を図り、児童生徒の感性を磨き、文化

芸術に親しむ心を育成するとともに、児童生徒の文化芸術活動を奨励し、優れた才能を

持つ子どもの個性を伸ばします。

（主な取組）

○体験・創造型講座「ふじのくに子ども芸術大学」や県立美術館の学校連携普及事業等

の子ども向け文化教育事業を一体的に体系付けて実施する「文化教育プログラム」を

教員委員会と連携して学校に周知することによる児童生徒の体験・鑑賞機会の増加

○高校生が美術作品や演劇・音楽等の文化芸術を披露する「静岡県高等学校総合文化

祭」の開催を通じた高校生の文化活動の健全な発展と資質向上

○高等学校の文化部活動の充実に向けた外部指導者である「文化の匠」の活用促進

［担当：文化政策課、高校教育課］

ウ 社会や地域の様々な分野における文化芸術を活用した創造性ある活動を拡大し、多

様な価値を認め合う共生社会の実現を図ります。

（主な取組）

○アーツカウンシルによる地域の課題に対応するアートプログラムの支援や多分野に

わたるネットワークの構築を通じた県民の創造的活動の支援

○広く県民に芸術作品の発表や鑑賞をする機会を提供する「ふじのくに芸術祭」を通

じた県民の文化芸術活動の支援

○障害のある人の舞台発表や作品展示を行う「障害者芸術祭」や、作品を有償で貸し出

しレンタル料の一部を作者に還元する「まちじゅうアート事業」を通じた障害のあ

る人の文化芸術活動の支援と県民理解の促進

○高齢者の作品展示を行う「すこやか長寿祭美術展」等を通じた高齢者の創造的活動

の支援

［担当：文化政策課、長寿政策課］

エ 食に関する中核人材の育成やトップシェフによるストーリー発信などに取り組み、本

県が誇る食とその背景である文化・歴史・自然環境などを味わう「ガストロノミーツー

リズム」を推進します。
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（主な取組）

○ガストロノミーツーリズムに携わる中核人材や次世代人材の育成

○地域の食と食文化、食材の収穫・調達体験等を組み合わせたツアーの提供等により

本県が誇る食と食文化に触れる「ガストロノミーツーリズム」の推進

○地域の農業を応援する機運を醸成するための地産地消の活動への参加の促進

○学校給食関係者と生産者やＪＡ等による地域協議会等の活動の支援を通じた学校給

食への地場産物導入の推進

［担当：観光政策課、マーケティング課、地域農業課］
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■本県における現状と課題

・本県は、世界遺産の富士山と韮山反射炉、伊豆半島ジオパーク、南アルプス、浜名湖な

ど、国内外の人々を惹き付ける多くの魅力ある地域資源を有しており、こうした地域資

源や地域の貴重な文化財等の保存・管理を行うとともに、こうした資源の価値や魅力を

国内外に発信し、世界クラスの資源を活かした観光交流の拡大とともに、世界遺産や文

化財等の本県の貴重な資源に誇りと愛着を持つ県民意識の醸成に取り組んでいます。

・国際競争力の高い観光地域づくり等による地域の活性化において、こうした資源の活

用とともに、地域の文化財の活用への期待が高まっています。また、こうした資源の価

値を正しく理解することが求められますが、2021 年度の「富士山の世界文化遺産とし

ての顕著な普遍的価値を理解している人の割合」は 24.1％に留まっています。

・地域の文化の象徴、世界に誇る財産として、富士山と韮山反射炉の顕著な普遍的価値、

県民の歴史的・文化的資産である文化財等を後世に確実に継承していくことが求めら

れています。

・富士山と韮山反射炉の保存管理の着実な実行とともに、伝統・歴史に培われた文化財等

の保存・活用とそれを支える人材の育成が必要です。

■目 標

・富士山と韮山反射炉の保存管理や普遍的価値の理解促進、地域における計画的な文化

財の保存・活用の促進のための取組を充実し、それらの価値を後世に確実に継承します。

■成果指標

■活動指標

(4) 地域資源の活用と未来への継承

指標名 現状値 目標値

富士山の世界文化遺産としての顕著な普遍的価値を理

解している人の割合

（2020 年度）

25％

（2025 年度）

50％

文化財保存活用地域計画の国認定を受けた市町数
（2020 年度）

０市町

（2025 年度）

18市町

指標名 現状値 目標値

富士山世界遺産センター来館者数
（2020 年度）

74,339 人

（毎年度）

300,000 人

世界遺産富士山・韮山反射炉に関する県民講座等受講

者数

（2020 年度）

2,756 人

（毎年度）

7,000 人

県指定文化財新規指定件数
（2020 年度）

４件

（毎年度）

３件以上

文化財を担う人材育成のための研修会等の開催回数
（2020 年度）

８回

（毎年度）

８回以上

静岡県文化財等救済支援員研修会等の開催数
(2020 年度)

１回

(毎年度)

３回以上
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■取組の展開

ア 世界遺産である富士山や韮山反射炉の適切な保存管理を進めるとともに、普遍的価

値や文化的価値に関する情報発信等を通じて、世界に誇るべき国民の財産を後世へ継

承します。

（主な取組）

○富士山の環境負荷の軽減や豊かな自然環境の回復・保全に向けたボランティア等と

の協働による清掃活動・植生の保全・外来植物の除去等の実施

○「富士山世界遺産センター」における展示や出前講座等を通じた富士山の歴史、文化、

自然等の紹介

○富士山の後世継承への理解や関心を深めることを目的とした「富士山の日」運動の

推進

○伊豆の国市による韮山反射炉の保存管理、普遍的価値の情報発信や教育普及活動等

の取組の支援

［担当：自然保護課、文化財課、富士山世界遺産課］

イ 文化財の調査・保全体制の充実を図るとともに、大規模災害発生に備えた文化財の防

災体制を強化し、文化財の確実な保存を行います。

（主な取組）

○国・県指定文化財のデータベースによる管理及び所有者や管理者等が行う保存・管

理に対する支援

○未指定文化財の新規調査や既存資料の再評価等の実施及び外部有識者で組織する

「静岡県文化財保護審議会」の調査審議結果を踏まえた計画的な指定・登録の推進

○文化財所有者の保存活用計画の作成及び市町の保存活用地域計画の作成・認定のた

めの助言等の実施

指標名 現状値 目標値

静岡県文化財建造物監理士研修会等の開催数
(2020 年度)

0回（コロナにより中止）

(毎年度)

３回以上

ふじのくに文化財オータムフェア事業数
（2020 年度）

75事業

(毎年度)

75 事業以上

埋蔵文化財センターの体験教室等の実施回数
（2020 年度）

28回

（毎年度）

40回以上

県民俗芸能フェスティバルの開催数

(2020 年度)

0回（コロナにより中止、2021

年度に延期）

(毎年度)

１回以上

ボランティア等との協働による富士山の自然環境保全

活動等参加者数

(2018～2020 年度)

平均 13,841 人

（毎年度）

18,000 人

地域を学ぶフィールドワークに参加した高校生数
（2019 年度）

88人

（毎年度）

100 人
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○文化財行政担当職員と地域人材を対象とした文化財の保存・活用に必要なスキルを

取得する研修の充実

○国指定文化財と埋蔵文化財包蔵地を巡回する「文化財保護指導員」及び県指定文化

財を巡回する「巡回調査員」の委嘱による文化財パトロールの実施

○文化財等救済を目的とする関係団体による「静岡県文化財等救済ネットワーク」に

おける情報共有等を通じた連携強化

○文化財等の救済活動に関わるボランティア人材である「静岡県文化財等救済支援員」

及び文化財建造物に対して応急措置を施す建造物の専門人材である「静岡県文化財

建造物監理士」の登録拡充並びに資質向上のための講習会の開催

［担当：文化財課］

ウ 文化財の展示・公開や学びの場の提供を通じて、県民の文化財への関心を高め、文化

財に誇りと愛着を持つ県民意識の醸成を図ります。

（主な取組）

○様々な文化財の楽しみ方と魅力をアピールするイベントを市町や文化財所有者等と

連携して各地で行う「ふじのくに文化財オータムフェア」の実施

○小・中学校を対象とした埋蔵文化財センターでの体験授業や各学校への出前授業の

実施

○文化財の埋蔵文化財センターにおける常設展示や県立中央図書館におけるサテライ

ト展示及び各地域における巡回展示の実施による出土品等の積極的活用

○文化財に対する県民の関心を高めるための講演会・シンポジウム・考古学セミナー・

遺跡調査報告会の開催

○地域的特色や伝統のある民俗芸能に対する県民の理解と関心を喚起する「静岡県民

俗芸能フェスティバル」の実施

［担当：文化財課］
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社会の変化や児童生徒、保護者、地域社会の多様な教育ニーズに応える学校づくりを進め

るため、県立高等学校における普通科の改革等のよる魅力化とともに、教員の資質向上や多

忙化解消、学校施設の安全・安心の確保等の取組を総合的に進め、学びを支える魅力ある学

校づくりを推進します。

■本県における現状と課題

・本県では、魅力ある県立高等学校づくりを計画的に推進するとともに、私立学校の特色

教育の充実に向けた支援を行っています。

・本県の出生数は、2003 年の 34,601 人が 2020 年には 22,497 人に減少しており、中学校

卒業者数は、2035年には現在から１万人程度減少する見込みです。少子化に伴って高等

学校の定員割れの状況が全国的にも広がっており、教育の質に影響する課題となって

います。

・少子化の進行により生徒数が減少し、学校によっては教員数が十分に確保できず、多様

な科目開設が困難になることや、部活動に属する生徒や指導者が確保できず部活動の

維持が難しくなるなど、教育の質が維持できなくなる状況が懸念されます。特に中山間

地域等の人口減少が進行している地域では、そうした状況に拍車がかかり更に厳しい

状況になることが想定されます。

・私立高校における授業の一部無償化もスタートし、公立、私立を問わず、保護者や中学

生が学びたい高等学校を自ら冷静に選ぶ時代になっています。

・将来にわたって本県の高等学校教育の質の維持向上を図っていくためには、児童生徒

が自らの夢を実現でき人々を惹きつける魅力や特色のある学校が求められています。

・多様なニーズに対応した教育内容や教育環境の充実、個々の教員の専門性の向上、教員

の魅力の発信や働き方改革のよる職場環境の改善等が必要です。

■目 標

・児童生徒が学びたいと思う多様な選択肢を提供できるよう、県立高等学校における普

通科改革や新学科設置等による魅力ある高等学校づくりを計画的に推進するとともに、

公立学校と私立学校の連携を強化し、本県の児童生徒に対する教育を総合的に推進し

ます。

■成果指標

３ 学びを支える魅力ある学校づくりの推進

(1) 高等学校の魅力化・特色化

指標名 現状値 目標値

学校生活に満足している生徒の割合（公立高等学校）
（2020 年度）

78.3％

（2025 年度）

85％
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■活動指標

■取組の展開

ア ふじのくに魅力ある学校づくり推進計画（静岡県立高等学校第三次長期計画）に基づ

く取組の成果と課題を検証し、社会情勢の変化や生徒の多様な能力・適正・興味・関心

等に応じた学びを実現する魅力ある県立高等学校づくりを計画的に推進します。

（主な取組）

○県立高等学校のモデル校における普通科改革や新学科等の研究及び具現化に向けた

取組の推進

○伊東高等学校・同校城ヶ崎分校・伊東商業高等学校を改編して設置する伊東地区新

構想高校の 2023 年４月の開校に向けた取組の着実な推進

○金谷高等学校を改編して設置する志榛地区新構想高校の2024年４月の開校に向けた

取組の着実な推進

○「ふじのくに魅力ある学校づくり推進計画（県立高等学校第三次長期計画）」の検証

及び新しい県立高等学校の在り方の検討

○社会情勢の変化や地域の実情等に応じた県立高等学校の弾力的な配置等の検討

○中山間地域の小規模校における教育の環境改善や質の向上等を目的とした遠隔授業

の研究及び「中山間地域の小規模校における教科･科目充実型遠隔授業ＩＣＴ活用ハ

ンドブック」の活用促進

［担当：高校教育課］

イ 私立学校が自主性・独自性を生かして行う魅力ある学校づくりや教育条件の維持・向

上のための取組を支援し、県民の多様な教育ニーズに応えます。また、私立学校の自主

性・独自性に配慮しつつ、公立学校と私立学校の連携を図り、本県の児童生徒に対する

教育を総合的に推進します。

（主な取組）

○私立学校の自主性・独自性を活かした取組への支援による私立学校の特色ある教育

内容の充実

○授業料減免を行った私立学校への支援や就学支援金の支給等による私立学校の生徒

の負担軽減

○「静岡県立公私立高等学校協議会」における協議を通じた公私が連携した研修や交

通安全教育の実施

指標名 現状値 目標値

授業内容等に興味があって学校を選択した生徒の割合

（オンリーワン・ハイスクール実施校）
調整中 調整中

特色化教育実施校比率（私立高等学校）
（2021 年度）

―

（2025 年度）

100％
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○児童生徒の安全・安心及び生徒指導面での対応等の学校現場における課題解決のた

めの情報の共有や施策の検討

［担当：私学振興課、高校教育課］
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■本県における現状と課題

・本県では、教職員の資質向上を図る研修等を行うとともに、教職員の心と体の健康の保

持・増進を図る取組等を行っています。

・学校教育を取り巻く環境が複雑化・多様化し、児童生徒のニーズも多様化する中におい

て、教職員に求められる役割や資質能力も多様化・高度化しています。

・本県の「研修の成果を授業改善や学校運営等に役立てた教員の割合」は、ここ数年横ば

いとなっています。また、精神疾患による 30日以上の長期療養者が増加しているほか、

倫理観や使命感の低下が懸念されています。

・教職員には、時代や環境の変化に応じた知識・技能や指導方法が求められており、児童

生徒の学びを支援する伴走者として、児童生徒を導く能力と人間性を兼ね備えた教員

の育成が求められています。

・教育の担い手である教職員の資質向上を図るため、専門性や指導力を向上させる研修

等を充実するほか、教職員の健康管理の推進、倫理観や使命感を高揚させる取組が必要

です。また、教育的課題の解決に向け、地域や外部の専門家と連携した「チーム学校」

による対応や、地域や社会に開かれ、地域とともにある公立学校づくりの推進が求めら

れる中、学校のマネジメント機能の強化、管理職のマネジメント能力の向上が必要です。

■目 標

・多様なニーズに対応できる専門性や指導力、意欲等を持った教職員を育成し、本県の児

童生徒の学びの質の向上を図ります。

■成果指標

■活動指標

(2) 教職員の資質向上及び学校マネジメント機能の強化

指標名 現状値 目標値

学校の教員としての自身の仕事にやりがいを感じてい

る割合

（2020 年度）

94.2％

（2025 年度）

100％

精神疾患による30日以上の特別休暇及び休職者の在職

者比率

（2020 年度）

0.8％
調整中

教職員の懲戒処分件数
（2020 年度）

25件

（毎年度）

0件

指標名 現状値 目標値

「静岡県教員育成指標」を活用した教員の割合
（2020 年度）

85.6％

（2025 年度）

100％

研修の成果を授業改善や学校運営に役立てた教員の割

合

（2020 年度）

小 97.2％

中 92.0％

高 81.0％

特 95.5％

（2025 年度）

小 100％

中 100％

高 100％

特 100％
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■取組の展開

ア 「静岡県教員育成指標」を踏まえた教職員のキャリアステージに応じた研修等を実施

し、教職員の資質向上を図ります。

（主な取組）

○「静岡県教員育成協議会」の開催を通じた教職員の資質向上の促進

○教職員のキャリアステージに応じた研修の充実

○教職員の専門性や指導力を向上させる研修の充実

○オンライン・Ｅ-ラーニング研修の充実

○教職員の社会的な視野の拡大と対人関係能力の向上のため、民間企業等社会で学ぶ

研修の実施

○知事部局と県教育委員会との間の幅広い分野や校種間での人事交流等による教育行

政に携わる人材の計画的な育成

○指導主事の学校訪問等による校内研修や授業づくりへの指導・助言の充実

○公益社団法人静岡県私学協会への支援を通じた私立学校教職員の資質向上の促進

［担当：人事課、私学振興課、教育総務課、教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］

イ 教員養成段階における県内大学との組織的な連携・協力を推進し、教員としての資質

能力と実践力を兼ね備えた人材を育成します。

（主な取組）

○教員等の資質向上について協議する「静岡県教員育成協議会」や教職大学院におけ

る教員養成について協議する「教職大学院連携推進委員会」の開催を通じた大学と

の連携の強化

○採用者の資質・能力等の検証を踏まえた教員採用選考試験における選考区分の在り

方の検討及び社会情勢の変化に応じた選考区分の研究の実施

○教員採用選考試験における適性検査の実施及び結果の活用並びに検査内容の検証及

び検証結果を踏まえた改善の実施

○教員志望者の拡大に向けた中高生を対象とした教職セミナーや情報発信の充実

［担当：教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］

指標名 現状値 目標値

中高生を対象とした教職セミナー参加者数

（2020 年度）

中学生 27人

高校生 114人

（2025 年度）

中学生 100 人

高校生 300 人

相談できる人がいない教職員の割合
（2020 年度）

9.0％
調整中

心の健康づくり計画を策定済の市町数
（2020 年度）

20％

（2025 年度）

100％
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ウ 学校において、校長のリーダーシップの下で、教育目標の実現や課題の解決を図るた

めの組織マネジメントが効果的・効率的に推進される組織体制を確立します。

（主な取組）

○学校経営に必要な組織運営力や教育業務遂行力等の向上を図る研修（マネジメント

研修、管理職研修）の充実

○学校自己評価および保護者・地域の方々等による学校関係者評価をふまえた改善活

動及び評価結果公表の促進

○各学校のグランドデザイン（学校経営構想図）の公表及び効果的な活用の促進

○学校の組織力の向上に向け、事務職員の学校運営への参画や事務職員と教員の協働

体制の確立

○学校におけるＯＪＴ機能を強化し、学校内での日常の職務を通して、教職員として

必要な知識や技能、態度等を組織的・計画的・継続的に高めていく取組を推進

エ 学校の労働安全衛生管理体制を整備するとともに、教職員の健康管理やメンタルヘ

ルス対策を推進し、教職員の心と体の健康の保持・増進を図ります。

（主な取組）

○新たに導入する「健康管理システム」の健康情報を効果的に活用した教職員の心と

体のサポートの充実

○教職員を対象とした健康診断（結核検診、生活習慣病健診、婦人科検診、指定年齢健

診）の実施及び各種検診結果に基づくセルフケアの推進及び保健指導の実施

○教職員を対象としたストレスチェックの実施及びその結果を活用した教職員に対す

る事後措置や職場環境の改善の実施

○若手教職員を対象としたセルフケア向上のためのメンタルヘルス研修、職場の管理

者を対象とした労働安全衛生管理研修やメンタルヘルス研修の充実

○教職員サポートルームによる若手を中心とした教職員への相談支援

○「教職員のためのメンタルヘルスガイド」や管理職向けの「メンタルヘルス不調によ

る長期療養者への支援の手引」の活用促進

○電話や面談等により教職員が気軽に相談できる健康相談窓口の充実及び周知

○保健師・心理職による長期療養者や管理職との面談等による長期療養者の円滑な職

場復帰と再発防止の支援

○教職員の心の健康の保持増進を目的とした「心の健康づくり計画」の市町教育委員

会における策定の促進

［担当：教育厚生課］
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オ 教職員一人一人の倫理観や使命感の高揚を図る取組を継続し、教職員の不祥事を根

絶します。

（主な取組）

○2021 年度に制定した教職員としての「行動規範」の周知及び遵守徹底

○外部有識者で組織する「静岡県教職員コンプライアンス委員会」における不祥事根

絶に向けた取組の評価や新たな施策の検討の実施

○児童生徒や保護者への連絡内容等を学校全体で共有化し見える化する「学校連絡情

報共有サービス」の活用や児童生徒との接し方のルールの明文化等による不祥事が

発生しない環境づくり

○教職員を対象とした各種研修機会を通じた不祥事根絶のための研修の充実

［担当：教育総務課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］

-47-



第１章 「文･武･芸」三道の鼎立を目指す教育の実現

■本県における現状と課題

・本県では、2020 年度に「学校の働き方改革推進プロジェクト」を立ち上げ、「小・中学

校」、「高等学校」、「特別支援学校」、「県立学校事務」の４つのワーキンググルー

プを作り、学校種に応じた業務改善に取り組んでいます。

・教職員に求められる役割や資質能力が多様化・高度化する中で、教職員の多忙化の解消

が課題となっています。「学校における業務改革プランに」基づき、多忙化の解消に向

けた取組を進めており、2020 年度の「割り振られた勤務時間以外に業務に従事した時

間が月あたり 45 時間を超える教員の割合」は 2019 年度より低下しており、一定の成

果は見られます。

・学校教育を取り巻く環境が変化する中、児童生徒や新たな教育課題に向き合う教職員

の余裕を生み出すためには、人的支援、業務の削減・分業化・効率化等による働き方改

革を更に進めていくことが求められています。

・学校における働き方改革の実現に向け、ＩＣＴを活用した学校業務の合理化や外部人

材の活用等に学校と教育委員会が一体となって取り組み、質の高い学びを提供する教

職員の時間の確保を図ります。

■目 標

・教職員が行う学校業務の整理や効率化、外部人材の活用や業務負担の軽減を図り、児童

生徒と向き合う時間や新たな教育課題の取り組む時間の拡充を図ります。

■成果指標

■活動指標

(3) 教職員の働き方改革の推進

指標名 現状値 目標値

「児童生徒と向き合う時間」や「指導準備時間」が増え

ていると感じている教員の割合

（2020 年度）

小 54.0％

中 59.7％

高 55.8％

特 59.8％

（2025 年度）

小 100％

中 100％

高 80％

特 100％

指標名 現状値 目標値

割り振られた勤務時間以外に業務に従事した時間が月

あたり 45時間を超える教員の割合

（2019 年度）

小 46.0％

中 63.4％

高 27.5％

特 6.6％

（2025 年度）

小 0％

中 0％

高 0％

特 0％

多忙化解消に向けた研究成果を活用した学校の割合

（2020 年度）

小 92.1%

中 88.8%

高 60.6%

特 89.2%

（2025 年度）

小 100%

中 100%

高 100%

特 100%
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■取組の展開

ア 「学校における業務改革プラン」に基づく学校業務の整理や効率化、外部人材の活用

等を通じて、教職員が児童生徒と向き合う時間の確保につながる教職員の多忙化の解

消に向けて取り組みます。

（主な取組）

○各市町に指定する「働き方改革推進校」における若手教員を中心とした課題の明確

化や解決手法の検討及び取組成果の県内学校への情報発信

○学校現場の意見や実情を踏まえた学校種ごとの業務改善手法やシステム化の検討及

び具体策の県内学校への情報発信

○「校務分類整理表」の活用及び業務改善に関する目標の設定・進行管理による学校校

務の見直しの促進

○校務のＩＣＴ化の推進

○教員以外に任せられる業務を行う「スクール・サポート・スタッフ」の小・中学校へ

の配置の拡充

○「教職員人材バンク」の設置及び学校での活用促進

○県教育委員会が行う調査・会議等の見直し・削減による学校の負担軽減

［担当：教育総務課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、社会教育課］

指標名 現状値 目標値

勤務時間管理システム等を活用して業務改善を行った

学校の割合

（2020 年度）

－

（2025 年度）

100%

スクール・サポート・スタッフ配置校数

（2020 年度）

小 全校

中 全校

（毎年度）

小 全校

中 全校

教職員人材バンク登録者数
(2020 年度)

252 人

（2025 年度）

1,000 人
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■本県における現状と課題

・本県では、「静岡県学校施設中長期整備計画」や「静岡県立特別支援学校施設整備基本

計画」等に基づき、県立学校の建替え・改修等の老朽化対策や空調設備の整備、特別支

援学校の施設狭隘化解消のための整備や通学負担軽減のための本・分校の新設等に取

り組んでいます。また、私立学校施設の耐震化の支援を行っています。

・本県の学校施設は、全施設の延べ床面積が合計で 152 万㎡であり、県有建築物全体の約

4割を占めており、老朽化により早急な建替えや改修が必要な主な建物（メイン棟）が

125 棟あります。

・児童生徒が安全にかつ安心して学べる環境を確保するため、県立学校の老朽化対策、特

別支援学校の施設狭隘化解消や通学負担の軽減の早急に取り組むことが求められてい

ます。

・県立学校の老朽化対策や特別支援学校の施設狭隘化解消等に計画的に取り組むととも

に、バリアフリー化、省エネルギー化の推進など、機能や性能を向上させていくことが

必要です。また、学校における危機管理体制の充実を図ることが必要です。

■目 標

・老朽化した県立学校の建替えや長寿命化改修、特別支援学校の施設狭隘化解消等を計

画的に進めるとともに、学校における危機管理体制の充実に取り組み、児童生徒が安全

にかつ安心して学べる学校づくりを進めます。

■成果指標

■活動指標

(4) 学校施設の安全・安心の確保

指標名 現状値 目標値

静岡県学校施設中長期整備計画の進捗率
（2020 年度）

14％

（2039 年度）

100％

指標名 現状値 目標値

静岡県学校施設中長期整備計画に基づき校舎建替え等

に着手した県立学校の棟数

（2020 年度）

16 棟

（2039 年度）

125 棟

通学路合同点検に基づく交通安全対策実施率（箇所数）
（2020 年度）

77.2％(265箇所)

（2025 年度）

90％(309 箇所)

私立学校の耐震化率
（2020 年度）

98.4％

（2025 年度）

100％

静岡県立特別支援学校施設整備基本計画に基づき整備

に着手した箇所数（2022～2026 年度）
－

（2026 年度）

文部科学省作成の「学校の「危機管理マニュアル」等の

評価・見直しガイドライン」により危機管理マニュアル

や避難訓練等をチェックし改善を行った学校の割合

（2018 年度）

21.7％

（2025 年度）

100％
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■取組の展開

ア 学校施設や通学路等の整備を計画的に進め、児童生徒が安心して学べる環境を整備

します。

（主な取組）

○「静岡県学校施設中長期整備計画」に基づく県立学校の建替えや長寿命化改修等の

老朽化対策の計画的な実施

○歩行者等の交通安全対策における通学路の合同点検結果に基づく要対策箇所の対策

の実施

○県立学校への空調（冷房）設備の計画的な整備

○私立学校が行う地震対策の支援を通じた私立学校施設の耐震化の促進

○県教育委員会、警察本部、道路管理者等の関係機関が連携した通学路の定期的な合

同点検の実施及び点検結果に基づく交通安全対策の推進

［担当：道路整備課、私学振興課、教育施設課、健康体育課］

イ 県立特別支援学校における施設狭隘化の解消や老朽化対策、通学負担の軽減を図る

ための本・分校の新設を計画的に進め、障害の重度・重複化や多様化に対応した教育環

境を整備します。

（主な取組）

○「静岡県立特別支援学校施設整備基本計画」に基づく特別支援学校の施設狭隘化解

消のための整備や本・分校の新設等の計画的な実施

○スクールバスの運用等による児童生徒の通学負担の軽減

［担当：教育施設課、特別支援教育課］

ウ 学校における危機管理マニュアルの充実や訓練の実施等を通じ、学校における危機

管理体制の充実を図ります。

（主な取組）

○学校における「学校の危機管理マニュアル作成の手引き」や「学校の「危機管理マニ

ュアル」等の評価・見直しガイドライン」の活用促進

○学校への不審者の侵入に備えた対策の推進

○特別支援学校における児童生徒等の障害の状態、発達段階に応じた防災対策の推進

［担当：特別支援教育課、健康体育課］
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多様性を認め合い、誰もが人間らしく、幸せに暮らせる社会の構築に向けて、他者への共

感や思いやりを持つ態度を育成するとともに、増加する外国人児童生徒に対する異なる文

化や生活環境についての相互理解、教育環境の整備を図ります。

また、全ての児童生徒が家庭環境や経済的理由に左右されない学習機会の提供、特別な支

援が必要な児童生徒の実態に応じたきめ細かく質の高い教育を推進します。

■本県における現状と課題

・国籍や考え方の違い、障害の有無、性的指向や性自認などを理由に、学校、職場、地域

など生活の様々な場面で困難に直面している人がいます。

・2021 年６年に障害者差別解消法が改正され、民間事業者による合理的配慮の提供が３

年以内に義務化されますが、「（障害のある人に対する)合理的配慮の言葉を聞いたこ

とがあり、内容も知っている」と答えた人は 23.5％に留まっています。

・本県では、人権教育研究指定校における研究を推進しており、発達段階に応じた人権教

育の推進を通じて生徒指導件数が大幅に減少した成果が報告され、成果の波及により、

学校や地域の実情に応じた人権教育の深まりが期待されています。

・全ての県民が自分らしく生きていくことができるよう、多様性が尊重され、偏見や差別

のない社会の実現が求められています。

・県民一人ひとりに複雑・多様化する人権問題に対する正しい理解の促進や多様性を認

め合う意識の醸成を図る取組の充実が必要です。また、教育の場では、児童生徒に対す

る人権教育の充実や多様性への適切な配慮が必要です。

■目 標

・他者への共感や思いやりを持つ態度を育成し、多様性を認め合い、誰もが活躍するダイ

バーシティ社会を実現します。

■成果指標

第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

１ 多様性を尊重する教育の充実

(1) 人権を尊重する教育の推進と人権文化の定着

指標名 現状値 目標値

「人権尊重の意識が生活の中に定着した県」であると

感じる県民の割合

（2021 年度）

39.5%

（2025 年度）

50％

困っている人を見かけた際に声をかけたことがある県

民の割合

（2021 年度）

33.0%

（2025 年度）

40％

固定的な性別役割分担意識にとらわれない男性の割合
（2019 年度）

59.1%

（2025 年度）

65％

パートナーシップ制度の人口カバー率
（2020 年度）

21.8%

（2025 年度）

100％
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■活動指標

■取組の展開

ア 全ての人が自由に活動できるとともに、お互いを理解し認め合い、思いやりあふれる

共生社会の実現を目指し、家庭、学校、職場、地域等の様々な場面を通じ、人権尊重意

識の高揚やユニバーサルデザインの理念の普及を図ります。

（主な取組）

○複雑・多様化する人権課題への対応のため、人権啓発センターを中心とした人権への

配慮を促す周知・啓発、人権教育、相談支援などの人権施策の推進

○人権問題に関する相談・支援体制の充実に向けた地域や職場における人権啓発リー

ダーとなるべき人材の育成

○ユニバーサルデザインに基づく社会づくりに対する県民の理解を促進するための理

念や知識の普及

○障害者差別解消推進県民会議の開催や好事例の表彰、若年層に対する情報発信等に

よる障害のある人や障害に対する正しい理解の促進と、合理的配慮の提供促進のた

め、周囲の人に配慮を必要としていることを知らせるヘルプマークの周知啓発

○学校における「人権教育の手引き（人権教育指導資料）」の活用促進等による人権教

育の充実

○人権教育に関する主体的・対話的で深い学びの実現に向けた研究・普及や「人権教育

研究指定校」における研究の推進と成果の普及

［担当：県民生活課、地域福祉課、障害者政策課、教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］

指標名 現状値 目標値

人権啓発講座等参加人数
（2020年度）

18,940 人

（毎年度）

30,000 人

人権啓発指導者養成講座受講者数
（2020年度）

60 人

（毎年度）

150 人

ユニバーサルデザイン情報発信回数
（2020 年度）

81 回

（毎年度）

180 回

心のＵＤを促進する講座の実施回数
（2020 年度）

34 回

（毎年度）

40回

人権教育に関する校内研修を実施した学校の割合

（2020 年度）

小 99.4％

中 95.9％

高 94.1％

特 100％

（2025 年度）

小 100％

中 100％

高 100％

特 100％

ヘルプマーク周知啓発出前講座開催数
（2020 年度）

2回

（毎年度）

12回

「ジェンダー」という用語を知っている人の割合
（2019 年度)

59.4％

（2025 年度）

70％

性の多様性の理解を促進する事業・研修会等を実施す

る市町の割合

（2020 年度）

51.4％

（2025 年度）

100％
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イ 家庭、学校、地域等のあらゆる場において、ジェンダー平等と性の多様性を認め合う

環境づくりに向けた取組を推進します。

（主な取組）

○固定的な役割分担意識の解消に向けた市町や民間団体と連携した男女共同参画に関

する広報・啓発の実施

○性の多様性への県民理解促進を図る講座の開催や啓発事業の実施

○教職員を対象とした男女共同参画に関する研修等の実施

［担当：男女共同参画課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］
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■本県における現状と課題

・いじめや不登校、ひきこもりに加え、貧困やヤングケアラー等の家庭の問題などの社会

的課題が生じており、県内には、支援を必要とする子どもや家族が多く存在しています。

・本県では、学校と関係機関とが連携し、チームによる支援により、一人一人の児童生徒

等の状況に応じて、早期かつ手厚い組織的な支援を行っています。

・困難を抱える人や家庭を孤立させず、また、家庭環境や経済状況等により学習機会の制

約を受けることのない社会の実現が求められています。

・関係機関の連携を一層強化し、個々の実情やニーズに沿った多面的・総合的な支援を充

実していくことが必要です。

■目 標

・児童生徒の実情やニーズに応じた学習環境の整備や地域全体で困難を抱える人たちを支

える体制の充実に取り組み、児童生徒の置かれている環境や経済的理由等による学習機

会の格差を生じさせることなく、誰もが等しく教育を受けられる機会の確保を図ります。

■成果指標

■活動指標

(2) 多様な課題に応じたきめ細かな支援

指標名 現状値 目標値

学校に相談できる人がいると答える児童生徒の割合

（2020 年度）

小 82.3％

中 82.4％

（2025 年度）

小 100％

中 100％

包括的相談支援体制を構築した市町数
（2020 年度）

15市町

（2024 年度）

全市町

指標名 現状値 目標値

スクールカウンセラー配置人数等

（2020 年度）

小中 139 人

高 24校

（2025年度）

小中 全公立中学

校区に 1人

高 30校

スクールソーシャルワーカー配置人数
（2020 年度）

45人

（2025年度）

50人

ヤングケアラーに配慮した支援を実施している市町

（要保護児童対策地域協議会）数

（2021 年度）

－

（2025年度）

全市町

生活困窮世帯等の学習支援事業参加者数
（2020 年度）

精査中

（2025年度）

精査中

子どもの居場所づくりセミナー参加者数
（2020 年度）

70人

（毎年度）

150 人

ひきこもり状態にある人の「居場所」利用者数
（2020 年度）

448人

（2025年度）

880 人

青少年交流スペース「アンダンテ」利用者数
（2020 年度）

1,500 人

毎年度

1,500 人
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■取組の展開

ア いじめ、不登校等の未然防止や児童生徒が抱える様々な心の問題の改善に向け、児童

生徒一人一人への適切な支援等の充実を図ります。

（主な取組）

○心理・福祉機関等との連携によるスクールカウンセラーやスクールソーシャルワー

カーの確保及び配置拡充

○スクールカウンセラーとスクールソーシャルワーカーを対象とした研修等の実施に

よる学校現場のニーズに合った専門性の向上

○貧困やヤングケアラー等の家庭の事情を抱える子どもを積極的に把握し適切な相談

機関につなぐための学校を窓口とした相談支援体制の充実

○市町要保護児童対策地域協議会の調整機関（児童相談所、児童養護施設、心理治療施

設、弁護士会等）と学校との連携強化

○生徒指導上の課題の共有化等を図る諸問題対策協議会の開催や教職員の教育相談支

援力の向上を図る研修等の充実

○スクールロイヤーの活用

○若い世代の身近なツールであるＳＮＳを活用した相談支援の充実

○学校における教育相談（面接相談、電話相談、学習支援室開設）機能の充実

○「静岡県いじめ防止等のための基本的な方針」に基づく、いじめの未然防止、早期発

見・早期対応に向けた普及啓発、助言、研修等の実施

○いじめ防止の取組等を検証し改善を図る「静岡県いじめ問題連絡協議会」及び「静岡

県いじめ問題対策本部」の開催

○児童生徒のより良い人間関係を構築するための発達段階に応じたソーシャルスキル

トレーニング、ストレスマネジメント等を組み合わせた「人間関係づくりプログラ

ム」の活用

○不登校児童生徒の社会的自立を目指した、一人一人の状況に応じた、多様な教育機

会の確保

○郷土や国で育まれてきた規範意識や価値観を尊重する態度、社会の形成に参画する

意欲、生命を尊重する心などを育む道徳教育の推進

［担当：私学振興課、地域福祉課、こども家庭課、障害福祉課、教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］

指標名 現状値 目標値

こころのセルフケア講座受講者数
（2017～2020年度）

累計 666人

（2022～2025年度）

累計 800 人

ゲートキーパー養成数
（2020 年度）

累計 59,319 人

（2025年度）

累計 75,000 人
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イ 全ての子どもが生まれ育った環境や経済的理由等に左右されず教育を受けられるよ

うにするため、子どもや保護者に対する支援の充実を図ります。

（主な取組）

○生活困窮世帯の子どもに対する生活習慣の改善や学習意欲の喚起を目的とする学び

の場の提供を行う市町の支援

○食事の提供や学習支援などを行う子どもの居場所の維持・拡大に向けた担い手に対す

る助言・相談やボランティア等とのマッチング、寄附金を活用した運営資金の支援

○就学支援金による授業料減免、奨学給付金による授業料以外の教育費の軽減等によ

る教育に関する経済的な負担の軽減による就学支援

［担当：地域福祉課、こども家庭課、私学振興課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］

ウ 心の問題を抱えた人やその家族の個々の事情に寄り添い、地域で安心して過ごせる

ようにするため、多様な主体による包括的な支援の充実を図ります。

（主な取組）

○ひきこもり状態にある人やその家族を支援するため、県ひきこもり支援センターに

おける一元的相談対応等の実施するとともに、身近な相談窓口である市町を支援

○ひきこもり状態にある人が、自宅以外で安心して過ごせる「居場所」を設置し、社会

参加に向けた支援を実施

○社会的ひきこもり傾向にある子ども･若者の円滑な社会復帰及びその家族を支援す

るため、相談機能と交流機能を備えた青少年交流スペースを運営

○若者が自ら抱える問題を解決し対処できる力を身に付ける講座の開催

○身近な人の心のサインに気づき、必要な支援に繋げるゲートキーパーの養成

［担当：障害福祉課、社会教育課］

エ 義務教育を修了できなかった人や十分に学ぶことができないまま中学校を卒業した

人に義務教育の機会を等しく提供するため、新たな学びの場、学び直しの場である「県

立夜間中学（ナイト・スクール・プログラム）」を設置します。

（主な取組）

○様々な理由により義務教育を修了できなかった人、不登校のためにほとんど学校に

通えなかった人、本国で義務教育を修了していない外国籍の人等を対象とする中学

校夜間学級の設置及び運営

［担当：義務教育課］
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■本県における現状と課題

・多様な学びの整備や障害に関する理解の深まり等により、特別な支援を必要とする児童

生徒が増加しています。また、児童生徒の持つ障害が重度・重複化、多様化しています。

・本県では、医療、福祉、教育、労働等の関係する支援者間での情報共有やそれぞれの専

門性を生かした取組を推進しているほか、障害のある児童生徒と生涯のない児童生徒

が共に学ぶ「インクルーシブ教育」の考え方の下、特別支援学校と小・中・高等学校の

児童生徒の交流等を通じた「共生・共育」を進めています。

・特別な支援を必要とする児童生徒の支援の充実とともに、全ての人たちが互いの個性

を尊重し、多様な在り方を認め合える社会の実現が求められています。

・学校における多様なニーズに応じた教育環境や支援の充実とともに、障害の有無にか

かわらず共に支え合う心を育む教育の一層の推進が必要です。

■目 標

・地域との連携を強化し、特別な支援を必要とする児童生徒に対する支援における専門

性の向上や内容の充実を図り、全ての児童生徒がその夢に向かって挑戦していくこと

ができる環境を実現します。

■成果指標

■活動指標

(3) 特別な支援が必要な児童生徒への教育の充実

指標名 現状値 目標値

特別な支援が必要な幼児児童生徒のうち個別の指導計

画が作成されている人数の割合

（2018 年度）

幼 93.6％

小 90.3％

中 89.1％

高 49.6％

（2025年度）

幼 100％

小 100％

中 100％

高 75％

指標名 現状値 目標値

特別支援教育に関する校内研修を実施した学校の割合

（2020 年度）

小 99.4%％

中 98.8％

高 92.2％

（2025年度）

小 100％

中 100％

高 100％

特別な支援が必要な生徒が在籍する高等学校が特別支

援学校のセンター的機能を活用した割合

（2018 年度）

46.9％

（2025年度）

100％

特別支援学校高等部生徒の進路選択のための実習先数
（2020 年度）

1,648箇所

（毎年度）

1,930 箇所

共生・共育に係る授業や行事を行った学校の割合 調整中 調整中

居住地域の小・中学校との交流を行った特別支援学校

の児童生徒数

（2020 年度）

690人

（2025年度）

1,500 人

発達障害児(者)の支援に携わる専門人材養成数
（2017～2020年度）

累計 786人

（2022～2025年度）

累計 800 人
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■取組の展開

ア 重度・重複化、多様化する児童生徒の障害に適切に対応するため、教員の専門性の向

上、市町や関係機関との連携強化を図り、個々の児童生徒の教育的ニーズに応じた効果

的な支援を切れ目なく実施します。

（主な取組）

○個々の児童生徒の教育的ニーズに応じた個別の教育支援計画や指導計画等の作成と

その活用

○特別支援教育コーディネーターを核とする校内支援体制の整備

○重度・重複化、多様化する児童生徒の障害に対応する教員の専門性向上に向けた研

修の充実

○地域自立支援協議会との連携や特別支援学校のセンター的機能の活用による学校間

や地域の支援機関との連携を図るネットワークの形成

○医療的ケア対象の児童生徒が在籍する学校における看護師の配置や指導医等専門的

な助言を行う外部専門家の活用

○障害が重く通学が困難な児童生徒を対象とする訪問教育の実施や病院内に設置する

病弱学級の設置

○視覚障害乳幼児や聴覚障害乳幼児に対する家族への相談支援や超早期教育の実施

○学校間や就学前から就労まで視野に入れた引継ぎ・連携による切れ目のない支援の

実施

○地域や関係機関との連携による職場体験や職場見学、実習等の受入機関の拡大

○「障害者働く幸せ創出センター」との連携による就労先の開拓や就労専門員による特

別支援学校生徒の実習先・就職先の開拓やマッチング支援の実施

［担当：障害者政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］

イ 障害のある児童生徒と障害のない児童生徒が相互に理解を深め、社会性や豊かな人

間性を育む「共生・共育」を推進します。

（主な取組）

○児童生徒の居住地域にある小学校又は中学校に置く「交流籍」を活用した計画的・組

織的な交流及び共同学習等の推進

○異校種間や住民等との交流による、年齢、性別、身体、国籍などの違いを超えお互い

を認め合い思いやる心のユニバーサルデザインの実現

○特別支援学校分校と併置している高等学校等との授業、行事、部活動等を通じた交

流促進

［担当：義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］
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ウ ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、自閉症等の様々な障害のある

児童生徒を支援します。

（主な取組）

○障害のある子どもや発達の気になる子どもの相談窓口の開設による教育相談・就学

相談支援の実施

○高等学校における通級による指導の実施

○発達障害等のある生徒に対する高等学校段階での支援・教育の在り方の検討

○発達障害等のある児童生徒の支援に向けた教職員に対する研修の実施

○県発達障害者支援センターによる発達障害児者の支援に携わる専門人材の養成

○県立高等学校における支援員や学校支援心理アドバイザーの配置

○小･中学校における特別な支援を必要とする児童生徒のための非常勤講師・支援員の

配置

［担当：障害福祉課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］
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■本県における現状と課題

・本県の外国人児童生徒数は、年々増加する傾向にあり、日本語支援を必要とする外国人

児童生徒も増加しています。また、新たな在留資格「特定技能」の創設等により、外国

人県民の国籍等の構成が変化しています。

・本県では、外国人県民への支援や学校における外国人児童生徒への相談員等による日

本語指導等を行っています。

・外国人・外国人児童生徒が地域で安心して快適に暮らせる多文化共生社会の実現が求

められています。

・個々の外国人児童生徒の実態に応じた支援の充実や外国人県民の「言葉の壁」の解消を

図るとともに、日本人と外国人との相互理解を深めていくことが必要です。

■目 標

・外国人児童生徒の就学実態の継続的な把握と日本語指導等の教育の充実を図るととも

に、外国人県民に対する日本語教育や外国人県民と地域住民との交流を進め、外国人・

外国人児童生徒がそれぞれの能力を発揮することのできる環境を整備します。

■成果指標

■活動指標

(4) 外国人・外国人児童生徒への教育の充実

指標名 現状値 目標値

日本語指導を受けた児童生徒のうち、学校を楽しいと

答えた割合（小・中学生）

（2020 年度）

98％

（毎年度）

98％以上

地域日本語教育を通じて多文化共生の場づくりに取り

組む市町数

（2020 年度）

４市町

（2025年度）

19市町

指標名 現状値 目標値

ＳＮＳ等を活用した「やさしい日本語」及び多言語によ

る外国人向け情報提供数

（2020 年度）

421件

（毎年度）

500 件

外国人を雇用する企業等と連携した防災出前講座の開

催回数
―

（毎年度）

10回

外国人児童生徒等に対して必要な支援が実現できてい

る学校の割合

（2020 年度）

小 90.6％

中 91.3％

高 89.5％

（毎年度）

小 100％

中 100％

高 100％

就学状況調査・就学案内実施市町数
（2020 年度）

全市町

（毎年度）

全市町

外国人生徒の進路実現に向けた日本語能力検定の取得

割合

（2020 年度）

高 75.0％

（2025年度）

高 80.0％
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■取組の展開

ア 多文化共生社会の実現に向け、外国人県民と日本人県民とが共に支え理解し合い、共

に学び合う教育に取り組みます。

（主な取組）

○外国人と日本人の交流促進に向けた地域住民が関わる初期日本語教室の設置や教室運

営に関わる人材育成、地域日本語教室ネットワークの構築

○コミュニケーションの円滑化に向けた「やさしい日本語」の普及活用や地域日本語

教育体制の構築

○多文化共生意識の定着を図る学校・公民館などにおける出前講座の実施

［担当：多文化共生課］

イ 日本語指導が必要な児童生徒の増加や多言語化に対応するため、外国人児童生徒に

対する日本語指導や教育支援、キャリア支援等の充実を図ります。

（主な取組）

○外国人児童生徒の不就学を解消するための実態把握及び就学の働き掛けを行う市町

の支援

○各市町の就学支援体制の強化に向けた外国人の子ども支援員の養成・資質向上や外

国人の子どもの支援関係者間のネットワークの強化

○「外国人児童生徒相談員」・「外国人児童生徒スーパーバイザー」・「日本語指導コ

ーディネーター」の任用と市町・学校等への訪問支援の実施

○外国人児童生徒等担当教員等に対する研修の実施と研修内容の充実

○市町教育委員会担当指導主事等の連絡協議会の開催

○初期日本語指導カリキュラムの活用による「母語による日本語指導」と「日本語によ

る日本語指導」の両面からの指導の充実

○ＤＬＡ（外国人児童生徒のための対話型アセスメント）に関する情報交換の実施

［担当：多文化共生課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課］
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急激な社会変化の中、”世界の中の静岡県”というグローバルな視点を持ち、語学や表現

力に優れた国際社会や地域に貢献できる人材を育成するため、県内の高校生や大学生の海

外留学、外国人留学生の受入れによる国際交流の促進や外国語を使う力の向上を図るとと

もに、地域学を推進します。

また、持続可能な県土づくりに向け、地域の企業や大学等と連携し、地域社会や地域産業

の担い手となる人材を育成します。

■本県における現状と課題

・グローバル化の進展や科学技術の発展は、社会の在り方にも変化をもたらしており、Ｉ

ＣＴ等の技術革新の進展により、その変化は加速していくことが予想されています。ま

た、新型コロナウイルス感染症の影響により、海外への留学や外国人の留学受入等の国

際交流に大きな影響が出ています。

・本県では、2016 年度に設立した「ふじのくにグローバル人材育成基金」を活用し、2017

年度から 2020 年度までに 688 人の高校生や教職員の海外留学・海外研修等を実施しま

した。また、「ふじのくに地域・大学コンソーシアム」を通じた外国人留学生の支援を

行ってきたほか、県民の国際交流等を促進してきました。

・地域が直接世界とつながる時代の中で、各地域においても国際的な感覚や視点を持っ

て地域社会の創造・発展に積極的に貢献する人材の育成が求められています。

・次代を担う子どもたちが、郷土の歴史や伝統文化、風土、生まれ育った静岡県・市町・

地域への理解を深め、多様な背景を持つ他社との構築するためのコミュニケーション

能力や協調性、また、新しい価値を創造する力を身に付けることが大切です。

■目 標

・県民の国際交流や外国人留学生の受入れを推進するとともに、外国語によるコミュニ

ケーション能力の向上を図り、国際的な感覚や視点を持って国内外に貢献する人材を

育成します。

■成果指標

２ グローバル・グローカル人材の育成

(1) 国際的な学びと地域学の推進

指標名 現状値 目標値

中学校卒業段階でＣＥＦＲのＡ１レベル相当以上、高

等学校卒業段階でＣＥＦＲのＡ２レベル以上の英語力

を達成した中高生の割合

（2019 年度）

中 38.0％

高 48.2％

（2025年度）

50％

県内高等教育機関から海外への留学生数
（2019 年度）

887 人

（2025年度）

1,000 人

外国人留学生数
（2020 年度）

3,939 人

（2025年度）

5,000 人
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■活動指標

■取組の展開

ア グローバル人材の育成に向け、高校生と教職員の海外体験等を促進するとともに、産

学官の連携を強化し、県内大学生等の海外留学の支援や海外からの留学生への支援を

実施します。

（主な取組）

○「ふじのくにグローバル人材育成基金」を活用した高校生・教員の海外インターンシ

ップへの参加支援や大学連携企画留学等の実施

○民間企業や各種団体等との産学官連携の強化による留学支援制度や各国留学情報の

発信と日本人学生の海外への留学促進

○留学生と日本人学生が共に学び交流する場の設置や本県に就職を希望する留学生の

指標名 現状値 目標値

ＪＩＣＡ海外協力隊等への派遣者数
（2020 年度）

1,800 人

（2025年度）

1,950 人

指標名 現状値 目標値

ふじのくにグローバル人材育成基金による海外交流者

数

2017～2020年度

累計 688人

2022～2025年度

累計1,000 人

ふじのくに地域・大学コンソーシアム事業への参加留

学生数

（2020 年度）

378人

（2025年度）

500 人

海外教育機関に対する県内大学進学説明会参加者数
（2020 年度）

－

（2025年度）

240 人

海外修学旅行を実施した高等学校の割合
（2020 年度）

０％

（2025年度）

40％

富士山静岡空港を活用した海外への教育旅行助成件数
（2020 年度）

14 校

（2025 年度）

16 校

JICA 海外協力隊等に関する説明会等開催回数
（2017～2020年度）

79回

（2022～2025年度）

76回

青年海外協力隊・日系社会青年ボランティアへ参加し

た教職員数

（2019 年度）

小中２人

高 １人

特 １人

（毎年度）

小中３人

高 １人

特 １人

グローバルハイスクール指定校数
（2020 年度）

３校

（2025年度）

延べ 21校

ALT を配置する高等学校、市町の割合

（2020 年度）

高校 100％

市町 100％

（2025年度）

100％

外国語・外国語活動の授業に自信を持つ小学校教員の

割合

（2019 年度）

40％

（2025年度）

90％

中学校の英語の授業において、発話の半分以上を英語

で行っている教員の割合

（2019 年度）

78％

（2025年度）

100％

地域を学ぶフィールドワークを実施した学級数
（2019 年度）

ー

（毎年度）

90校
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支援の実施など県内大学への留学生の受入促進に向けた入口から出口までの一体的

支援の強化

○海外人材を活用した県内大学の認知度向上や専門人材による留学生受入相談など対

面とオンラインの長所を活かした国内外の日本語学校等への情報発信の強化

［担当：大学課、教育政策課］

イ 外国の文化や歴史等を理解し受入れる姿勢等を育成するため、児童生徒や教員・青年

をはじめとする県民の国際交流や海外研修、国際貢献活動の促進を図ります。

（主な取組）

○富士山静岡空港を利用した海外教育旅行など国際感覚を身に付けるための高等学校

の海外修学旅行の促進

○モンゴル国（ドルノゴビ県を含む）との相互交流など異文化理解を深める児童生徒

の国際交流の推進

○教員の青年海外協力隊・日系社会青年ボランティアへの参加促進

○日中青年リーダーの交流や中国浙江省との短期留学生交流の実施、中国語研修生（民

間対象）の派遣

○ＪＩＣＡボランティアへの参加促進を図る募集説明会の広報や本県出身の経験者に

よる帰国報告会の実施

○日本語パートナーズ事業への県民参加促進を図る説明会の実施や国際交流団体への

情報発信

［担当：地域外交課、大学課、空港振興課、教育政策課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、社

会教育課］

ウ 国際社会において、自らの意思を的確に表現し、コミュニケーションをとる能力を育

成するため、児童生徒の外国語を学ぶ意欲や使う力の向上を図ります。

（主な取組）

○高等学校における外国語指導講師（ＡＬＴ）の配置や集中英語指導教室への派遣、教

員の英語能力の向上等による外国語教育の充実

○より実践的な英語能力の向上を図るための高等学校における英語ディベート学習等

の推進

○外国語教育推進リーダーに対する研修等の充実

○静岡県小学校英語指導資格（ＬＥＴＳ）認定による小学校外国語教育の充実

○日本の外国語教育の理解促進と指導力向上を図るＡＬＴに対する実践研修の実施

○語学力に加えてコミュニケーション能力や異文化受容力等の向上に有効で海外進学

等の選択肢を広げることのできる「国際バカロレア」に関する調査研究の推進

［担当：義務教育課、高校教育課］
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エ 次代を担う子どもたちが、郷土の歴史や伝統文化、風土を知り、生まれ育った静岡県・

市町・地元の良さを認識できる学習機会の充実を図り、郷土愛を持って国内外で活躍

し、地域に貢献する人材を育成します。

（主な取組）

○高等学校において、フィールドワークの実施など、地域固有の自然、歴史、産業等の

資源や人材を活用した地域学の推進

○富士山世界遺産センターや茶の都ミュージアム、伊豆半島ジオパーク、ふじのくに

地球環境史ミュージアムなどの調査研究・情報発信機関と連携した地域学の充実

○市町等が作成した郷土資料の授業での活用や、景観学習教材の作成及びその活用

○大学コンソーシアムと連携し、静岡県(地域学）に関するテーマ等に係る学校におけ

る出張講座等の実施

［担当：観光政策課、富士山世界遺産課、お茶振興課、景観まちづくり課、義務教育課、高校教育課］
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■本県における現状と課題

・社会が急激に変化する中においては、変化を受け止めて新たな価値を創造し、持続可

能な社会の創り手として社会を牽引できる人材が必要とされています。

・本県では、児童生徒が自らの能力を更に伸ばす機会の提供や科学技術の発展を担う人

材の育成に取り組んでいます。

・一人ひとりの能力、適性、成長に応じた多様な学習機会を提供し、個々の才能や個性を発

揮できるようにしていくことが求められています。

・また、選挙権年齢や引き下げ、2022 年度からの成年年齢の引き下げに伴い、児童生徒

への社会の一員としての自覚や責任、社会を形成する力の育成の重要性がより高まっ

ています。若者が消費者トラブルや特殊詐欺等に巻き込まれる危険性も高まり、発達

段階に応じた知識を習得し、合理的意思決定のもと被害に遭わない「自立した消費

者」の育成が求められています。

・リーダーシップを育てる教育や創造的・論理的思考力を育む取組の充実とともに、現代

社会の諸課題についての学習機会を提供することにより、社会の一員としての自覚を

持ち、社会貢献や公共の利益を踏まえた上で自己実現を図る人材の育成が必要です。

■目 標

・自らの能力を更に伸ばす機会や高度な専門的知識・技能を学ぶ機会を提供するととも

に、社会の一員として自立を促し、地域社会に貢献できる人材やイノベーションを担う

人材を育成します。

■成果指標

■活動指標

(2) 優れた才能や社会に貢献する力を伸ばす教育の充実

指標名 現状値 目標値

自分の将来に対する夢や希望を持っている生徒の割合

（2020 年度）

中 86.7％

高 87.1％

（毎年度）

中 90％

高 90％

自然科学やものづくりに関心があると答える児童生徒

の割合

(2020 年度）

高 56.1％

(2025 年度）

高 75％

指標名 現状値 目標値

未来を切り拓く Dream 授業参加者数
（2021 年度）

30人

（毎年度）

30人

日本の次世代リーダー養成塾への派遣高校生数
（2021 年度）

10人

（毎年度）

10人

「わたしの主張」静岡県大会への参加者数
（2021 年度）

12,300 人

（毎年度）

13,000 人

コミュニティカレッジ修了者数
（2020 年度）

1,138 人

（2025年度）

1,440 人

-67-
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■取組の展開

ア 一人一人が挑戦を続け、優れた能力を更に伸ばすことのできる教育やリーダーシッ

プを育てる教育を推進するとともに、地域を牽引するリーダーを養成します。

（主な取組）

○中学生を対象に国内外で活躍する講師による講義やグループディスカッション等に

よる学びの機会を提供する「未来を切り拓く Dream 授業」の実施

○全国の高校生を対象にディスカッションを積み重ねて多面的な思考力や分析力を養

う学びの場である「日本の次世代リーダー養成塾」への県内生徒の派遣

○「「わたしの主張」静岡県大会」の開催や企業等が実施する学習発表会の支援など社

会との関わりについて考えて社会の一員としての自覚を高める機会の提供

○県コミュニティづくり推進協議会によるコミュニティ活動の活性化を図るための地

域活動を牽引するリーダー等の養成講座の開催

○青少年指導研修等における級位認定や青少年活動実施団体への支援を通じた青少年

指導者の養成・確保・資質向上を図る取組の促進

［担当：地域振興課、総合教育課、高校教育課、社会教育課］

イ 高校生が高度な学問に触れ、自らの能力を更に伸ばすための機会の充実を図るため、

高等学校と高等教育機関や企業等が連携した取組を進めるとともに、社会の変化に対

応した施設・設備の整備等を推進します。

（主な取組）

○「ふじのくに地域・大学コンソーシアム」が行う大学教員や学生による高等学校への

出張講座等の支援

○高校生に高度な学問の一端に触れるとともに研究体験や活動を行う機会を提供する

指標名 現状値 目標値

青少年指導者の級位認定者数
（2019 年度）

2,845 人

（毎年度）

2,800 人

専門高校及び総合学科で大学・専門学校等での研究体

験に参加した生徒数

（2021 年度）

276人

（毎年度）

300 人

国際数学・化学・生物・物理オリンピックへの出場者数
（2021 年度）

301人

(毎年度）

500 人

科学の甲子園静岡県予選への出場者数
(2020～2020 年度)

累計 1,195 人

(2022～2025 年度)

累計 1,400人

消費者教育出前講座実施回数
（2020 年度）

137回

（毎年度）

240 回

消費者教育講師のフォローアップ研修受講者数
（2020 年度）

139人

（毎年度）

150 人

地域社会等でボランティア活動に参加したことがある

児童生徒の割合

（2020 年度）

小 22.7％

中 32.3％

（2025年度）

小 60％

中 65％
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ための職業系専門学科等を設置する高校と大学との一層の連携強化

○産業教育のための施設・設備の整備

○国等に対する「飛び入学」制度導入の働き掛け

［担当：大学課、教育施設課、高校教育課］

ウ 科学技術の発展を担う人材を育成するため、児童生徒の科学技術への関心を高め、創

造的思考力や論理的思考力を育む取組を推進します。

（主な取組）

○理数系学科を設置する高校と大学との連携強化による国際数学・化学・生物・物理オ

リンピックへ出場する児童生徒の育成

○科学の甲子園・科学の甲子園 Jr.の静岡県大会の開催等を通じた理数分野に関する各

種コンクールへの中学生・高校生の出場への支援の実施

○サイエンススクールや国が指定するスーパーサイエンスハイスクールへの支援によ

る理数科教育の充実

○各種コンクール等（囲碁将棋、そろばん、書道、作文、合奏・合唱、木工工作、英語

弁論大会、未来の絵、科学の甲子園 Jr．、静岡科学館「るくる」との連携事業等）

への支援の実施

［担当：義務教育課、高校教育課］

エ 県民が、社会の一員として自立し、権利と義務の行使により、社会に積極的に関わろ

うとする態度を身に付けられるよう、社会形成・社会参加に関する教育（シチズンシッ

プ教育）を推進します。

（主な取組）

○学校における選挙出前授業の活用など関係機関と連携した主権者教育の実施

○学校における安全・安心な消費生活に必要な知識を習得する消費者教育の充実

○県民の様々なライフステージに応じた消費者教育の場を提供する出前講座の実施

○消費者教育の担い手となる「消費者教育講師」の養成及びフォローアップ研修によ

る資質向上

○持続可能な地域づくりに向けた消費行動を促進するための人・社会・環境への想い

を消費で叶える「人が幸せになるエシカル消費」の普及啓発

○ボランティア活動への参加など児童生徒の社会参加に向けた自主的な活動の支援

［担当：県民生活課、義務教育課、高校教育課］
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■本県における現状と課題

・生産年齢人口が減少する中、地域社会や地域産業の担い手の確保が難しくなっていま

す。こうした中、本県の高等学校卒業者の就職内定率は、年々上昇傾向にあり、全国平

均を上回っていますが、中学校卒業者の就職内定率は全国平均を下回っています。

・本県では、専門高校等における専門的職業人の育成や職業訓練等に取り組んでいます。

・多様な人材が地域社会や地域産業の担い手として能力を発揮し活躍できる社会が求め

られています。

・産学官の連携により、社会の第一線で活躍し、県内産業を支える多様な人材を育成して

いくことが必要です。

■目 標

・地域や産業界との連携・交流を通じた実践的な学習活動を積極的に取り入れ、高度な知

識・技術と実践力を兼ね備えた地域人材を育成します。

■成果指標

■活動指標

(3) 地域社会や地域産業を担う人材の育成

指標名 現状値 目標値

高等学校における就職支援コーディネータ―による面

接相談・就職指導による就職内定率

（2020 年痔）

96.7%

（2025 年度）

100％

指標名 現状値 目標値

建設現場体感見学会・出前講座実施学校数
（2020年度）

20校

（毎年度）

20校

こころざし育成セミナー参加者数
2017～2020年度

平均 340 人

（毎年度）

400 人

保育・介護体験実習を行った高等学校の割合
（2020年度）

26.4％

（2025 年度）

100％

専門高校及び総合学科で高度技術者の招聘を実施した

高等学校数

(2020 年度）

27校

2025 年度

41校

離転職者訓練受講生の就職率
（2019年度）

72.4％

（2025 年度）

80％以上

企業等と連携して実施する職業訓練件数
（2020年度）

８件

（2025 年度）

11件

しずおかジョブステーションの登録者進路決定率
（2020年度）

27.0％

（2025 年度）

42.2％

新規就農者数
（2019年度）

291 人

（毎年度）

300 人

森林技術者数
（2020年度）

536 人

（2025 年度）

500 人

漁業高等学園卒業後の漁業就業者数
（2020年度）

16人

（毎年度）

15人
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■取組の展開

ア 児童生徒のものづくりの楽しさや技能の大切さへの理解を深めるとともに、専門高

校等における産業教育施設・設備の充実や授業改善、生徒の技能・知識の習得等の支援

を行い、社会の第一線で活躍できる専門的職業人を育成します。

（主な取組）

○ものづくり産業を支える若い技能者の技能向上を図ることを目的とした「高校生も

のづくりコンテスト」の開催

○高等学校への林業に関する出前講座や現場見学会、インターンシップ等の多様な学

習機会の提供

○官民連携による「静岡どぼくらぶ」を通じた建設業の社会的意義と魅力の発信

○高等学校への建設業に関する出前講座や現場見学会、インターンシップ等の多様な

学習機会の提供

○教職員を対象とした建設業を学び体験する研修の実施

○医師を目指す高校生等を対象とした「こころざし育成セミナー」の開催

○高校生を対象とした保育・介護体験実習の実施

○学校への介護に関する出前講座や介護施設見学等の多様な学習機会の提供

○専門高校の施設・設備の改善による実践的な専門教育の充実

○未来のスペシャリスト育成を目的とした高等学校における高度技術者等の招聘や大

学・専門学校等での研究体験の実施

○高等学校の専門科目に関する全国大会や学会等への参加支援

○専門高校等の学習成果や魅力を発信する「ふじのくに実学チャレンジフェスタ」へ

の参加支援

○職業教育への理解促進を目的とした専門学科のある高等学校における地域住民対象

の体験講座等の実施

○教職員を対象としたキャリア教育に係る実践的な研修の実施

［担当：地域医療課、建設業課、高校教育課］

イ 多様な年齢や障害の状況等の幅広いニーズに応じた職業訓練や相談支援体制の充実、

産学官連携による取組等を通じ、県内産業を支える多様な人材を育成します。

指標名 現状値 目標値

工科短期大学校等卒業生の就職率
（2020年度）

98.6％

（2025 年度）

100％

先端産業創出プロジェクト等における中核人材育成数

（合計）

(2017～2020年度)

累計 1,926 人

（2022～2025年度）

累計 2,504 人

観光人材育成研修会参加者数
（2020年度）

累計 10,618 人

（2025年度）

累計 20,000 人
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（主な取組）

○高等学校における就職支援コーディネータの配置による就職支援の充実

○個々の適性や就業希望に応じた多様な職業訓練や企業等と連携した在職者訓練の実

施

○県内３箇所の「しずおかジョブステーション」における求職者の特性に応じた就職

相談やセミナー等の実施

○農林環境専門職大学における高度な実践力と豊かな創造力を兼ね備えた地域のリー

ダーとなりうる人材の養成

○漁業高等学園における漁業就業者の育成

○農業法人への就農支援や就農後のフォローアップ等による青年等の新規就農と定着

の促進

○高度な林業技術やデジタル技術を活用できる森林技術者の育成

○建設業における働き方改革や新技術導入等に向けた建設業の経営者や技能者を対象

とする研修の実施

○静岡県立工科短期大学校における現場力のある高度な技術人材の育成

○先端産業創出プロジェクト等（ファルマバレープロジェクト、フーズ・ヘルスケアオープ

ンイノベーションプロジェクト、フォトンバレープロジェクト、ふじのくに CNF プロジ

ェクト、次世代自動車等）におけるリーディング産業の中核を担う人材の育成の支援

○高齢者や障害のある人等のニーズに応じた介護・福祉人材の養成

○静岡県立大学や静岡文化芸術大学との連携による観光地域づくりを担う人材を育成

するための研修等の充実

［担当：観光政策課、介護保険課、障害者政策課、障害福祉課、労働雇用政策課、職業能力開発課、新産

業集積課、農業ビジネス課、林業振興課、水産振興課、建設業課、特別支援教育課］
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■本県における現状と課題

・南海トラフ地震の発生が危惧されており、防災教育の充実強化に取り組む学校は増加

傾向にありますが、台風や豪雨による河川の氾濫や土砂崩れ等の自然災害が全国的に

多発しています。また、子どもの交通事故は減少傾向にありますが、高齢者が関係する

交通事故の割合が増加傾向にあるほか、消費者被害が依然として多くあります。

・本県では、県民の防災意識の向上や防災力の強化に向けた取組とともに、県民の交通安

全や防犯に対する意識と能力の向上を図る安全教育に取り組んでいます。

・災害に対する自助・共助が実現するとともに、災害・事件・事故等から県民の命と生活

が守られる社会が求められています。

・防災意識の向上と防災活動への参画の促進とともに、様々な犯罪被害や交通事故から

県民の命と生活を守る安全教育の充実が必要です。

■目 標

・県民に対する防災教育や安全教育の充実を図り、自助・共助の社会を実現するとともに、

自他の安全を守るために適切な判断・行動のできる人材を育成します。

■成果指標

■活動指標

(4) 自他の安全を守るために適切な判断・行動のできる人材の育成

指標名 現状値 目標値

地域で行われる防災訓練（総合防災訓練、地域防災訓練

等）に参加した児童生徒の割合

（2019 年度）

58％

（2025 年度）

75％

自主防災組織における防災訓練・防災研修実施率 ―
（毎年度）

100％

交通人身事故の年間発生件数
（2020 年）

20,667 件

（2025 年度）

15,000 件以下

児童生徒の年間交通事故死傷者数
（2020 年）

1,988 人

（2025 年度）

1,200人以下

成果指標 現状値 目標値

児童生徒への防災意識の普及啓発に向けた出前講座の

実施回数

（2020 年度）

237回

(毎年度)

300 回

静岡県ふじのくにジュニア防災士養成講座の受講者数
（2020 年度）

11,048 人

（毎年度）

30,000 人

地域防災力強化人材育成研修終了者数
(2017～2020 年度)

累計 24,276 人

(2022～2025 年度)

累計 26,600 人

静岡県地震防災センター利用者数
（2020 年度）

32,520 人

（毎年度）

60,000 人

市町の防災体制強化に関する講習会等の実施市町数
（2020 年度）

35市町

（毎年度）

35市町

風水害・土砂災害訓練実施市町数

（2020 年度）

風水害 34市町

土砂災害 24市町

（毎年度）

35市町
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■取組の展開

ア 地域や学校の実情に応じた防災教育や安全教育を推進するとともに、地域で行われ

る防災訓練への参加を促進し、児童生徒をはじめとした県民の防災や安全に対する意

識の向上を図ります。

（主な取組）

○子どもの発達段階に応じて身に付けてほしい安全に関する資質・能力を示した「静

岡県学校安全教育目標～命を守る力を育てる～」の活用促進

○児童生徒の防災意識の向上を目的とした学校での出前講座やセミナーの実施

○次世代の地域防災を担う人材の育成に向けた中学生を主な対象とした「ふじのくに

ジュニア防災士養成講座」の実施

○地域防災を担う人材の育成に向けた「ふじのくに防災士養成講座」の実施

○学校防災担当者や学校安全教育指導を対象とした研修の実施

○高校生の防災力向上を目的とした被災地での調査研究・交流活動の実施

○地域防災力の強化に向けた防災に関する知識を学ぶ研修の充実

○県民の防災意識の向上を目的とした「静岡県地震防災センター」における災害に関

する展示や防災講話の実施

○「総合防災訓練」や自主防災組織を主体として実施する「地域防災訓練」への県民の

参加促進

○風水害や土砂災害に対する県民の理解促進と円滑な避難活動につなげるため学校や

自治会等と連携した講習会等の実施

○市町における土砂災害を想定した避難訓練実施の支援

○学校・自主防災組織・市町等で構成する「防災教育推進のための連絡会議」における

防災教育や学校防災体制の協議

○地域の安全を支える人づくりと安全な学校づくりの実践研究を行う「学校防災推進

成果指標 現状値 目標値

県立及び市町立学校・園の「防災教育推進のための連絡

会議」の実施率

交通事故犠牲者のパネル展示会等開催回数
（2020 年度）

９回

（毎年度）

12回

小・中・高校生に対する交通安全教室実施回数
（2018～2020 年度）

平均 3,056回

（毎年度）

3,000回以上

自動車運転者を対象とした交通安全教室実施回数
（2018～2020 年）

平均 1,507回

（毎年）

1,500回以上

高齢者対象の参加体験型交通安全講習会開催回数
（2020 年度）

14回

（毎年度）

18回

ＳＮＳに起因する子どもの性被害防止に向けた非行防

止教室の開催回数

（2016～2202 年）

平均 956回

（毎年）

1,000 回

防犯まちづくり講座受講者数
（2020 年度）

197人

（毎年度）

210 人
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協力校」の指定

［担当：危機情報課、砂防課、森林保全課、健康体育課］

イ 交通安全や防犯に関する広報や啓発、参加・体験・実践型の交通安全教育や防犯教育

等を通じ、児童生徒をはじめとした県民の交通安全や防犯に対する意識と能力の向上

を図ります。

（主な取組）

○中学生・高校生の自転車マナー向上のための副読本「自転車セーフティ＆マナー」の

配布及び活用促進

○学校、警察署、市町等と連携し自転車事故防止を呼びかける街頭活動「自転車マナー

向上キャンペーン」の実施

○高校生を対象とした交通事故犠牲者のパネル展示会等の開催

○ポスター作成や交通安全啓発等を行う「「命を守る」高校生自転車事故防止作戦」の実施

○多くの県民が参加する「交通安全運動」の計画的な実施

○子どもたちに交通ルールの遵守や交通マナーの実践を促す交通安全教室や高校生対

象の「二輪車グッドマナー講習会」の実施

○自動車運転者を対象とした交通安全教室や高齢者対象の参加体験型交通安全講習会の実施

○自転車事故の防止を目的とした「自転車事故防止対策モデル校」への指定

○防犯活動に資する情報の発信

○学校と連携した、少年の非行防止、ＳＮＳに起因する性被害を始めとした、犯罪被害

の防止に向けた非行防止教室の実施

○学校と連携し、ＳＮＳに起因する性被害を始め、ネットトラブルからの犯罪被害の

防止とともに、少年の非行防止に向けた講座の実施

○防犯まちづくりに関する専門的な知識・技能を習得する「防犯まちづくり講座」の開催

［担当：くらし交通安全課、特別支援教育課、健康体育課、少年課、交通企画課］
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■本県における現状と課題

・本県では、地域や企業、ＮＰＯ等と協働した環境教育・環境学習や県民に対する環境意

識の啓発に取り組んでおり、環境保全活動を実践している県民の割合は、2017 年度か

ら 2020 年度まで 80 ％以上を維持していますが、年代別にみると 10～30 歳代では 60

～70％台と相対的に低くなっています。

・地球温暖化や海洋プラスチックごみ問題など環境問題は地球規模で深刻化しており、

地域においても、環境と経済の両立した脱炭素社会、循環型社会の形成に向けた取組

が喫緊の課題となっています。また、地球環境保全の問題は、命を支える水の問題や生

物多様性を保障する生態系の維持の問題でもあります。

・全ての県民が、様々な場で環境に関する体験や実生活との関連を重視した学習ができ

るようにしていくとともに、脱炭素、資源循環の必要性や本県の持つ豊かな生物多様

性の魅力と保全の重要性に対する県民の認知度・理解度を高め、実践につなげていく

ことが必要です。

■目 標

・環境教育を推進し、県民の環境意識の向上を図り、脱炭素や資源循環による環境と経済

の両立した社会を実現するとともに、本県の豊かな自然環境を後世に継承していきます。

■成果指標

■活動指標

(5) 環境と社会活動の両立を支える人材の育成

指標名 現状値 目標値

環境保全活動を実施している若者世代の割合
（2021 年度）

77.4％

（2025 年度）

78％

成果指標 現状値 目標値

県がＳＮＳ、動画を活用して環境教育に関する情報発

信を行った回数

（2020 年度）

34回

（2025 年度）

40回

ふじのくに COOLチャレンジ「クルポ」アクション数
（2020 年度）

159,518 回

（2025 年度）

360,000 回

自然ふれあい施設における自然体験プログラム実施回

数

（2017～2019年度）

平均 185回

（毎年度）

180 回

森林環境教育指導者育成人数（養成講座修了者数）
（2020 年度）

累計 51人

（2025 年度）

累計 150人

水の出前講座実施回数
（2020 年度）

140回

（毎年度）

140 回

森づくり県民大作戦参加者数
（2020 年度）

11,898 人

（2025 年度）

28,000 人

海洋プラスチックごみ防止６Ｒ県民運動の清掃活動の

延べ参加者数

（2020 年度）

18万人

（毎年度）

50万人
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■取組の展開

ア ＳＤＧｓや環境保全を題材とした学習など学校における環境教育の充実を図るとと

もに、県民の環境意識の向上を図り、持続可能な社会の担い手として必要な資質・能力

を育成します。

（主な取組）

○環境保全活動を実践している割合が低い若者世代を中心とした環境学習情報発信等

による環境意識の向上

○指導人材の確保等の支援や、協働による取組の促進を図るための指導者グループや

企業等の多様な主体のネットワーク形成による環境学習機会の拡充

○脱炭素型ライフスタイルへの転換に向けた県民運動 COOL チャレンジ「クルポ」の取

組の充実

○自然とふれあう場や体験学習機会を提供するための施設の適切な管理と自然体験プ

ログラムの充実

○自然環境や森林・林業への理解促進を図るため、自然と人をつなぐスキルを持つ人

材の育成、森づくり活動への県民参加の促進

○水資源の大切さについて理解を深める各種啓発活動等の実施

○県民一人ひとりの実践を呼び掛ける「静岡県海洋プラスチックごみ防止６Ｒ県民運

動」の展開

［担当：環境政策課、環境ふれあい課、廃棄物リサイクル課、水利用課、河川企画課、義務教育課、高校

教育課］
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公立大学法人への支援の充実のほか、大学間及び大学・地域連携の促進等により、高等教

育機関の教育・研究機能の充実とその成果の地域還元を図るとともに、高等学校と大学との

連携強化による学習及び研究の促進を図ります。

■本県における現状と課題

・県内の公立の高等教育機関として、「静岡県立大学」及び「静岡文化芸術大学」に加え、

2020 年に「静岡県立農林環境専門職大学」、2021 年に「静岡社会健康医学大学院大学」

が設置されました。

・生産年齢人口の減少や過度な一極集中等により地域の活力が低下しつつある中、地域

の高等教育機関には、教育研究機能を活用して地域の課題解決に貢献するとともに、高

度な技術や専門的な知識を有する多様な人材を育成し、地域社会の発展に寄与してい

くことが期待されています。

・本県では、公立大学法人である「静岡県立大学」、「静岡文化芸術大学」及び「静岡社

会健康医学大学院大学」が行う教育・研究活動等を支援しているほか、「静岡県立農林

環境専門職大学」において農林業経営・生産のプロフェッショナル人材を養成する教育

を実践しています。

・県内の高等教育機関の教育・研究機能の充実や産学官連携の強化を図っていくことが

必要です。

■目 標

・産業界や地方自治体との連携や教育機関同士の連携を推進し、高等教育機関における

教育・研究機能の充実を図り、地域に貢献できる人材を育成します。

■成果指標

３ 高等教育の充実

(1) 高等教育機能の強化

指標名 現状値 目標値

静岡県立大学、静岡文化芸術大学、静岡社会健康医学大

学院大学の中期目標・中期計画の進捗状況

（2021 年度）

県立大 100％

文芸大 100％

大学院大学 ―

（毎年度）

県立大 100％

文芸大 100％

大学院大学 100％

県立農林環境専門職大学の自己点検・評価において評

価事項に適合している項目の割合

（2020 年度）

100％

（毎年度）

100％

ふじのくに地域・大学コンソーシアム等による地域課

題解決提案数

（2022～2025年度）

累計 101件

（2022～2025年度）

累計 100件

-78-



第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

■活動指標

■取組の展開

ア 公立の高等教育機関それぞれの強みを発揮した特色ある教育・研究活動や地域貢献

つなげていくため、公立大学法人が推進する教育・研究活動を支援するとともに、県立

農林環境専門職大学において、産業界等と連携し、実習・演習を重視した教育を実践し

ます。

（主な取組）

○公立大学法人（県立大学、静岡文化芸術大学、静岡社会健康医学大学院大学）の中期目

標の策定及び業務実績の評価を通じた適切な業務運営の促進

○公立大学法人（県立大学、静岡文化芸術大学、静岡社会健康医学大学院大学）における

中期目標達成のための取組への支援

○県立農林環境専門職大学における農林業経営・生産のプロフェッショナル人材の養成

○県立農林環境専門職大学の自己点検・評価を通じた自主性・自律性に基づく自己改善

の実施

［担当：大学課、健康政策課、農業ビジネス課］

イ 県内の高等教育機関の教育・研究機能の充実を図るため、大学間連携、大学と企業や

高等学校等との連携を推進する「ふじのくに地域・大学コンソーシアム」の取組を支援

します。

（主な取組）

○地域に貢献できる人材育成に向けた産学官の連携の強化による地域や社会の要請に

応える学びの充実

○「ふじのくに地域・大学コンソーシアム」による学生の地域活動や教育活動等の大学

間・地方公共団体・高等学校等との連携事業の支援による教育・研究機能の強化

○デジタル技術を活用した教育の質の向上による教育研究環境の整備

［担当：大学課］

指標名 現状値 目標値

ふじのくに地域・大学コンソーシアム等が事業連携して地

域課題解決に取り組む学生団体数

（2017～2020 年度）

累計 111 団体

（2022～2025 年度）

累計 116 団体
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生涯にわたる一人一人の「可能性」と「チャンス」の最大化に向け、職業に必要な知識や

スキルを生涯を通じて身に付けるための社会人の学びの機会の充実など、人生 100 年時代

を見据え、国籍や年齢、障害の有無に関わらず全ての県民が目標や生きがいを持って暮らせ

るよう、生涯を通じて学び続けることができる環境づくりを推進します。

■本県における現状と課題

・変化の激しい社会においては、社会人となった後も学びを重ね、新たな知識や技能を身

に付けていくことが求められています。また、出産や子育てなど女性のライフステージ

に応じた活躍支援や若者の活躍促進等の観点から、社会人の学び直しは重要となって

います。

・本県では、市町や関係機関と連携し、県民に対する多様な学習機会を提供するとともに、

県立中央図書館の充実に取り組んでいます。

・誰もがより良い社会づくりに参加できるよう、多様な学習ニーズに対応し、生涯にわた

り学び続けることができる環境の整備が求められています。

・国籍や年齢、障害の有無に関わらず全ての県民が学習できる機会の充実とともに、学び

続けることのできる場の充実と利用しやすい環境づくりが必要です。

■目 標

・人生 100 年時代を踏まえ、誰もが生涯を通じて、学びたい時に学ぶことのできる環境を

整備します。

・障害のある方が学校卒業後に学ぶ場を整備するとともに、障害の有無に関わらず、誰も

がともに学ぶことができる環境を整備します。

■成果指標

■活動指標

４ 生涯を通じた学びの機会の充実

(1) 全世代に対する学びの機会の充実

指標名 現状値 目標値

静岡県生涯学習情報発信システム「まなぼっと」ユーザ

ー数

（2020 年度）

16,355人

(毎年度）

20,000 人

県民の公立図書館利用登録率
（2020 年度）

49.3％

（2025 年度）

52％

指標名 現状値 目標値

公民館・生涯学習施設等の講座・学級開催回数
（2020 年度）

3,565回

（毎年度）

4,500 回

静岡県民カレッジ連携講座数
（2020 年度）

7,791回

（毎年度）

8,000 回
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■取組の展開

ア 一人一人が生涯にわたり主体的に学び続けることができるようにするため、生涯学

習や社会教育を推進する人材の養成や資質向上を図り、障害の有無や国籍、年齢等に関

わらず生涯を通じた多様な学習ニーズへの支援を行います。

（主な取組）

○公民館や生涯学習施設等を活用した講座の開催の促進

○生涯学習への意欲の向上を図るための「授業外ポイント制度」（ゆうゆうポイントラ

リー）」、市町、大学等との連携による「しずおか県民カレッジ」の実施

○行政機関・ＮＰＯ・企業・大学等との連携による生涯学習関連講座・イベントの情報

の収集及び「静岡県生涯学習情報発信システム（まなぼっと）」による一元的な発信

○「生涯学習推進フォーラム」の開催

○地域や学校で社会教育を推進する職員等の資質向上を図る研修の実施

○地域で活躍する青少年指導者の養成・活用と青少年団体との連携の推進

○県立青少年教育施設における自然体験活動や創作活動等の魅力ある体験プログラム

の実施・提供

［担当：社会教育課］

イ ＡＩをはじめとした先端技術の進展や人生 100 年時代の到来等の社会変化も見据え、

高等教育機関において、社会人を対象とした学び直し、スキルアップを図るリカレント

教育を促進します。

（主な取組）

○産業界、大学、行政の参画による県内企業が求めるリカレント教育に係るモデルプ

ログラムの検討・提供

○学び直しの意欲は高い一方で講座情報の不足が指摘されるリカレント教育の普及に

向けた機運の醸成

［担当：大学課］

指標名 現状値 目標値

ゆうゆうポイントラリーで認定証を授与した児童生徒

数

（2019 年度）

216 人

（毎年度）

250 人

静岡県生涯学習情報発信システム「まなぼっと」情報発

信総数

（2020 年度）

8,721回

（毎年度）

9,000 回

県立中央図書館等が所蔵する貴重書・地域資料をデジタル

化したふじのくにアーカイブの提供資料数

（2020 年度）

15,470 点

（2025 年度）

17,500 点

県立中央図書館の図書等をインターネット予約により市

町立図書館等で受領するサービス利用者数

（2020 年度）

1,953人

（毎年度）

2,100 人

市町担当者を対象にした障害者の生涯学習推進研修の

参加市町数
－

（毎年度）

33市町
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第２章 未来を切り拓く多様な人材を育む教育の実現

ウ 県民の生涯学習の拠点としての機能を果たすため、県立中央図書館の整備や機能の

充実を進めるとともに、県内全域において県民が図書館を利用しやすい環境を整備し

ます。

（主な取組）

○新しい時代に対応した総合図書館を実現するための県立中央図書館の全館移転整備

の推進

○県立中央図書館のレファレンスサービスによる県民の学習・調査研究支援、課題解

決支援の充実

○県立中央図書館の資料のデジタル化による遠隔地から利用できる環境の整備

○県立中央図書館における歴史的に価値の高い資料や専門書を中心とした資料、地域

資料の収集・整理・保存・提供

○図書館の職員に求められる高い専門性の維持･向上のための研修の実施

○市町立図書館等からの運営相談等への対応などの支援や県内図書館間の資料搬送網

の整備など図書館間の情報ネットワーク化の推進

［担当：社会教育課］

エ 障害のある人への今日的な理解を深め、生涯にわたって共に学び合う場を作るととも

に、地域や学校等のあらゆる場において、障害のある人の生涯を通じた多様な学習活動

の充実を図ります。

（主な取組）

○地域で社会教育を推進する職員等への障害者の生涯学習推進の啓発

○障害者の生涯学習推進に関する研修の実施

○社会教育主事・社会教育士等による障害者への生涯学習支援活動事例の情報提供

○公民館・生涯学習施設と障害者の生涯学習支援者との連携促進

○県立中央図書館における障害のある人に向けたサービスの充実

［担当：障害者政策課、社会教育課］
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第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

教育の政治的中立性、継続性、安定性を確保するとともに、地域住民の多様な意見やニー

ズを教育に反映するため、総合教育会議や移動教育委員会等の仕組みを活用し、より地域の

実態に即した教育行政を推進します。

また、県と市町、地域との連携・協働の下、教育行政上の課題解決と地域の特色を生かし

た教育に取り組みます。

■本県における現状と課題

・本県では、知事と県教育委員会が社会の変化に対応した教育施策等について協議・調整

する「静岡県総合教育会議」を開催し、施策の具体化につなげています。

・より社会全体の意見を教育施策に反映させるため、知事が外部有識者から意見を聞く

「地域自立のための「人づくり・学校づくり」実践委員会」を開催するとともに、実践

委員会の施策提案機能の強化を図るために設置した「才徳兼備の人づくり小委員会」に

おいて教育の長期的課題について検討しています。また、教育行政に対する学校や県民

のニーズ・課題を把握するため、「移動教育委員会」等を実施しています。

・教育に関する「大綱」及び「教育振興基本計画」を策定し、外部有識者で組織する「静岡

県教育振興基本計画推進委員会」の意見等を踏まえ、計画の着実な推進を図っています。

・教育を取り巻く環境が変化する中、教育課題は複雑化・多様化しており、社会状況の変

化、学校や地域の実情等を的確に把握し、社会全体の意見とともに可能なところから速

やかに教育行政へ反映し、家庭、学校、地域等が連携した社会総がかりの教育を推進し

ていくことが求められています。

・県と県教育委員会の密接な連携の下、「静岡県教育振興基本計画」に基づき、教育施策

を計画的かつ着実に推進するとともに、「静岡県総合教育会議」において、社会状況の

変化や社会全体の意見を踏まえた教育施策を協議し、具体化につなげていくことが必

要です。また、教育行政に対する県民の理解と関心を高めていくことも必要です。

■目 標

・「静岡県総合教育会議」等で幅広い教育課題について協議し、学校や地域のニーズ、社

会全体の意見を反映した教育行政を推進します。

■成果指標

第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

１ 社会とともにある開かれた教育行政の推進

(1) 社会全体の意見を反映した教育行政の推進

指標名 現状値 目標値

県総合教育会議開催回数
（2021年度）

４回

毎年度

４回
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第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

■活動指標

■取組の展開

ア 「有徳の人」の育成に向け、教育に関する大綱及び県教育振興基本計画の進行管理を

行い、着実な推進を図るとともに、幅広い分野の有識者等の意見を聞きながら、社会の

変化に対応した教育施策について「静岡県総合教育会議」において協議・調整し、具体

化につなげます。

（主な取組）

○外部有識者で組織する「静岡県教育振興基本計画推進委員会」の意見を踏まえた「静

岡県教育振興基本計画」の進捗状況の点検・評価及びその結果の施策への反映

○外部有識者で組織する「地域自立のための「人づくり・学校づくり」実践委員会」及

びその下部組織である「才徳兼備の人づくり小委員会」の意見・提案を踏まえた「静

岡県総合教育会議」における教育施策の協議・調整

○県内の経済団体との教育課題に関する情報共有及び協議・調整の実施

［担当：総合教育課、教育政策課］

イ 透明性の高い「開かれた教育委員会」を目指し、教育に関する情報を積極的に広報す

るとともに、教育現場の生の声、県民のニーズ等を把握する取組の充実を図ります。

（主な取組）

○教育委員会定例会の会議録の速やかな作成及び公表による情報公開

○「Ｅジャーナルしずおか」やＳＮＳ、県教育委員会ホームページ等による教育の施策

や実践例等の情報発信の充実

○「移動教育委員会」等による学校現場の視察調査及び保護者、教員、地域住民等の学

校関係者や市町教育委員会からの意見聴取

○全県立学校及び政令指定都市を除く市町立学校・市町立幼稚園・認定こども園を対

象とした「学校対象調査」並びに抽出調査である「教職員対象調査」及び「児童生徒

対象調査」による実態の把握

［担当：教育総務課、教育政策課］

指標名 現状値 目標値

地域自立のための「人づくり・学校づくり」実践委員会開

催回数

（2021年度）

４回

毎年度

４回

県教育振興基本計画推進委員会開催回数
（2021 年度）

２回

毎年度

１回以上

Ｅジャーナルしずおか発行回数
（2020 年度）

12 回

毎年度

12回

移動教育委員会開催回数
（2020 年度）

1回

毎年度

5回
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第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

■本県における現状と課題

・本県では、市町教育委員会への訪問等により意見交換や情報共有等を実施しています。

・教育行政は、県教育委員会と市町教育委員会の適切な役割分担の下、連携・協働しなが

ら進められています。

・複雑化・多様化する教育課題に的確に対応するため、県教育委員会と市町教育委員会と

の一層の連携・協働が求められています。

・市町の教育行政における課題等を的確に把握し、各市町が主体的かつ責任を持って各

種取組を実施できるようにすることが必要です。

■目 標

・市町の教育現場における課題等を的確に把握するとともに、市町の主体的な取組を支

援し、地域の特色を生かした教育行政の推進を図ります。

■成果指標

■活動指標

■取組の展開

ア 各市町の主体的な取組を支援するため、地域の特色を生かした的確な教育施策につ

いて協議を深めるなど、県教育委員会と市町教育委員会との連携を強化します。

（主な取組）

○県教育事務所による市町教育委員会事務局への訪問等を通じた市町における課題等

の聴取及び学校支援充実に向けた助言・指導

○「市町教育長会議」や「県・政令市教育委員会意見交換会」を通じた教育課題に関す

る意見交換や情報共有等の実施

○県及び賀茂１市５町（下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町）で

組織する「賀茂地域広域連携会議」において策定した「賀茂地域教育振興基本方針」

を踏まえた広域連携による教育の推進支援

［担当：教育総務課、教育政策課、義務教育課］

(2) 市町と連携した教育行政の推進

指標名 現状値 目標値

教育行政上の課題解決に向けて県との意見交換等を実施

した市町教育委員会の数

（2021 年度）

35市町

毎年度

35市町

指標名 現状値 目標値

市町教育長会等の開催回数
（2020 年度）

13回

（毎年度）

10回
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第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

学校と家庭・地域が一体となって教育課題の解決につなげるため、地域住民等が学校の運

営・活動に参画して魅力ある学校づくりや学びの充実を推進するとともに、地域ぐるみで子

どもたちを育む環境づくりに取り組みます。

また、地域の特性に応じ、家庭や地域で子育てや子どもの学びの応援、青少年の健全育成

に向けた環境整備を推進します。

■本県における現状と課題

・本県では、学校と地域住民等が連携した学校運営や活動を支援しているほか、子どもた

ちに様々な体験活動や地域住民との交流活動等の場の提供を支援しています。

・教育を取り巻く課題は複雑化・多様化しており、学校の中だけで解決するのは難しく、

地域に開かれた、地域とともにある学校づくりが不可欠となっています。また、地域で

どのような子どもを育てるか、何を実現していくのかという目標やビジョンを学校と

地域住民等とが共有し、地域一体となって子どもたちを育むとともに、学校を核とした

地域づくりを行っていくことが求められています。

・学校と地域の連携・協働の発展と地域活性化に向け、学校と地域住民等が連携した学校

運営や活動の充実を図るとともに、子どもたちが地域社会の中で心豊かで健やかに育

まれる環境づくりを更に進めていくことが必要です。

■目 標

・学校・家庭・地域の連携・協働による地域とともにある学校づくりを推進するとともに、

子どもたちが放課後等に安心して活動できる場の充実を図り、地域ぐるみで子どもた

ちを育み、学びを支援する体制を構築します。

■成果指標

■活動指標

２ 地域ぐるみの教育の推進

(1) 学校・家庭・地域の連携推進

指標名 現状値 目標値

学校の課題解決や地域のニーズへの対応に向けて地域の

人々が参画し協議する場がある割合

（2020年度）

小 97.2％

中 92.9％

（2025 年度）

小 100％

中 100％

コミュニティ・スクールを導入した学校の割合

（2020 年度）

小中 34.2％

高 10％

特 8.1％

（2025 年度）

小中 100％

高 100％

特 100％

指標名 現状値 目標値

小・中学校における地域学校協働本部の整備率

(政令指定都市を除く。）

（2020 年度）

63.0％

（2025 年度）

85％
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第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

■取組の展開

ア 地域住民とのつながりを深め、学校を核とした地域づくりを進めるため、学校・家

庭・地域の連携・協働による地域とともにある学校づくりを推進します。

（主な取組）

○学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組む仕組みである「コミュニテ

ィ・スクール」の設置促進に向けた支援及び「コミュニティ・スクール推進協議会」

等を通じた運営支援の実施

○地域住民・団体等が参画し地域と学校が連携・協働した活動を行う「地域学校協働本

部」の設置促進に向けた支援の実施

○コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進

○地域学校協働活動の運営や学校と地域との連絡調整等を行う「地域学校協働活動推

進員」を養成する講座の開催

○社会に開かれた教育の実現と地域の教育力の向上に向けた地域と学校の連携・協働

に関する研修の充実

○「地域学校協働本部」における活動を通じた地域人材のネットワーク化及び学校教

育への参画の促進

○都市農村交流による棚田の持つ多面的機能の健全な維持を目的として地域の児童生

徒やボランティア組織による棚田保全活動を行う「しずおか棚田・里地くらぶ」の活

動推進

［担当：技術調査課、農地保全課、義務教育課、高校教育課、特別支援教育課、社会教育課］

指標名 現状値 目標値

地域学校協働活動推進員養成講座修了者数
（2020 年度）

41 人

（2025 年度）

50人

学校・家庭・地域の連携推進研修会参加者数
（2020 年度）

137人

（毎年度）

150

しずおか棚田・里地くらぶによる棚田保全活動の参加者数
（2020 年度）

982 人

（毎年度）

1,000 人

しずおか寺子屋（学習支援）実施市町数
（2020 年度）

9 市町

（2025 年度）

33 市町

放課後子供教室実施関係学校数
（2020 年度）

216 校

（2025 年度）

400 校

放課後子供教室等安全管理研修会参加者数
（2020 年度）

27 人

（毎年度）

60人

放課後児童クラブ受入児童数
（2020 年度）

32,733 人

（2024 年度）

41,328 人

放課後児童支援員認定資格者に係る厚生労働省設備運営

基準を満たしている放課後児童クラブの割合

（2020 年度）

70.3％

（2025 年度）

100％

放課後児童支援員の養成者数
（2020 年度）

269 人

（毎年度）

330 人
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第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

イ 放課後等に子どもたちが安心して活動でき、地域社会の中で心豊かで健やかに育ま

れる環境づくりを進めるため、地域の人々の参画を得て、様々な体験活動や地域住民と

の交流活動等を提供します。

（主な取組）

○地域住民や大学生等の協力を得て放課後等に行う学習支援のほか、宿泊や様々な体

験活動を通じて地域住民や異学年との交流等を行う「しずおか寺子屋」の促進に向

けた支援

○全ての子どもを対象に無償で安全・安心な活動拠点（居場所）を提供する「放課後子

供教室」の設置促進に向けた支援及び「放課後子供教室等安全管理研修会」等を通じ

た運営支援の実施

○主に共働き家庭等の小学生に遊びや生活の場を提供する「放課後児童クラブ」受入

枠の適正配置に向けた支援

○放課後児童クラブに配置が義務付けられている「放課後児童支援員」を養成する認

定資格研修の充実

○放課後子供教室と放課後児童クラブで子どもに関わる地域の方の合同研修における

意見交換を通じた連携促進

○シニアクラブにおける子どもとの交流や地域文化の伝承による地域支え合い活動の

促進

［担当：長寿政策課、こども未来課、社会教育課］
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第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

■本県における現状と課題

・本県では、「家庭教育支援員」による家庭教育の支援や「人づくり推進員」による県民

の人づくり実践活動の促進に取り組んでいるほか、子どもや青少年の健全育成に向け

た環境整備を推進しています。

・家族形態や地域コミュニティの変化により、家庭や地域の教育力の低下が指摘されて

います。子どもたちの非認知能力の醸成や学習習慣・生活習慣を定着させる場として、

家庭教育の重要性は増しており、子育ての悩みや不安を身近に相談できる人や場が求

められています。また、人づくりや青少年の健全育成等に向けた地域全体での取組が求

められています。

・地域の子どもは地域で育てるという機運を醸成し、家庭や地域における教育力を更に

高めていくことが必要です。

■目 標

・「家庭教育支援員」と「人づくり推進員」による親としての学びや大人としての学びの

支援の充実及び保護者同士の交流を図ることで、子育てに対する不安や悩みを解消・軽

減するとともに、青少年健全育成等に向けた環境整備を推進し、家庭や地域における教

育力の向上を図ります。

■成果指標

■活動指標

(2) 家庭や地域における教育力の向上

指標名 現状値 目標値

「有徳の人」としての行動ができていると思う人の割合
（2021 年度）

44.6％

（毎年度）

45％以上

指標名 現状値 目標値

家庭教育基礎講座・フォローアップ研修受講者数
（2020 年度）

130人

（毎年度）

230 人

企業内家庭教育講座開催企業数
（2020 年度）

7社

（2025 年度）

30社

人づくり地域懇談会参加者数
（2020 年度）

11,087 人

（毎年度）

20,000 人

野外教育スタッフ登録者数
（2021 年度）

82人

（毎年度）

90人

青少年ピアカウンセラー認定者数
（2021 年度）

10人

（毎年度）

30人

市町における地域の青少年声掛け運動実施率
（2020 年度）

82.9％

（毎年度）

100％
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第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

■取組の展開

ア 親としての学びや大人としての学びを支援するため、地域の特性に応じた家庭教育

支援を推進するとともに、県民の人づくり実践活動を促進します。

（主な取組）

○身近な地域においてリーダーとなって家庭教育を支援する「家庭教育支援員」を養

成するとともに多くの人に家庭教育支援の大切さを伝える「家庭教育支援基礎講座」

及び家庭教育支援員の資質向上を図るフォローアップ研修の実施

○家庭教育支援員が中心となり専門家や行政担当者等で市町や地域に組織される「家

庭教育支援チーム」よる保護者への学習機会の提供や相談対応等の実施

○子育てや家庭教育について話し合うときに用いる家庭教育ワークシート「つながる

シート」の改訂及び活用促進

○家庭教育支援情報に特化したサイト「つながるネット」による家庭教育支援に関す

る幅広い情報の発信

○従業員の家族とのコミュニケーションを深めることを促進する「ふじのくに家庭教

育応援企業宣言」を行った企業の「ふじのくに家庭教育応援企業」としての登録及び

登録企業名や取組内容の紹介による普及啓発

○仕事を持つ保護者の家庭教育を支援することを目的とした企業内における従業員等

を対象とした「家庭教育講座」の開催

○他の事業者の模範となる家庭教育支援を積極的に進める事業者の表彰

○各家庭で家族のコミュニケーションを深める日として設定する「家庭の日」の広報

媒体を通じた普及啓発

○小・中学校において保護者に家庭教育に関する学びの機会を提供する「親学講座」の

開催促進

○子どもや子育てを応援する活動に取り組む個人・団体・企業等が登録する「ふじさん

っこ応援隊」への参加促進及び活動の充実

○教育や地域活動等に携わってきた実績のある方を委嘱している「人づくり推進員」

が子育てや人づくりに関する助言等を行う「人づくり地域懇談会」の開催促進

［担当：総合教育課、こども未来課、社会教育課］

イ 子どもや青少年の健全育成に向け、関係機関と連携を図り、良好な環境の整備を推進

します。

（主な取組）

○青少年健全教育に資する人材の資質向上と活用を図ることを目的とした「野外教育

スタッフ」や「青少年ピアカウンセラー」を養成する研修等の実施

○青少年に大人からあいさつや励まし等の声掛けを県民参加型の運動として展開する

「地域の青少年声掛け運動」の促進
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第３章 社会総がかりで取り組む教育の実現

○「静岡県学校警察地域連絡協議会」を通じた情報共有等による児童生徒の健全な育

成と非行防止に向けた学校と警察が協調した取組の推進

○青少年の健全な育成に特に有益であると認められる優良図書類の推奨

［担当：こども未来課、社会教育課］
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本計画の着実な実施のため、毎年度、ＰＤＣＡサイクルを徹底した施策の見直しを行

うとともに、各施策の成果・活動指標の達成状況及び取組状況をまとめた評価書を作成

し、翌年度以降の施策に反映します。

評価書は、庁内組織である静岡県教育振興基本計画推進本部において、原案を作成し

た上で、外部有識者で組織する静岡県教育振興基本計画推進委員会の意見を踏まえて取

りまとめ、県議会に報告した後、県のホームページ等により県民の皆様に公表します。

また、評価書は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162

号）第 26 条により義務付けられている「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検

及び評価等」とします。

なお、本計画の期間中において、教育を取り巻く情勢に大きな変化等が生じた場合に

は、必要に応じて本計画の見直しを行います。

Society5.0 時代の到来や地球規模の環境問題の深刻化等の世界的な潮流の中、社会の

変化に柔軟に対応できる人材を育むため、学校においては、「個別最適な学び」や「協

働的な学び」が求められています。学校現場における課題も多様化・複雑化しており、

教育を教員だけに任せるのではなく、「地域の子供は地域の大人が育てる」という決意

をもって、地域社会の大人の誰もが子どもの見習うべき先生であると自覚し、地域ぐる

み、社会総がかりで子どもを育てていくことが必要です。

また、地域社会においては、様々な困難を抱えた人や家庭があります。誰もが災害等

で困難を抱えてしまう場合もあります。全ての人が、他人を思いやる気持ちはもとより、

自分や自分の家族、自分の住んでいる地域、人だけでなくモノや自然など自他を大切に

しながら、社会や人のために行動していくことが必要です。

７ 計画の推進

(1) 計画の進行管理

(2) 社会総がかりの取組の推進

県教育振興基本

計画推進委員会

における評価書

案への意見聴取

９～10 月 11～12 月 翌年２月 翌年３月

評価書の県議会

への報告及び県

ホームページ等

による公表

県教育振興基本

計画推進本部に

よる評価書案の

作成

県教育振興基本

計画推進本部に

よる評価書の取

りまとめ
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